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序章 第２次計画の進捗状況 

序章  第２次計画の進捗状況 
 

１ 第２次あま市地域福祉計画の概要 

 

本市においては、平成２６年（２０１４年）３月に、平成２６年度（２０１４年度）から平成３０年度（２０１８

年度）までの５年を期間とする「あま市地域福祉計画」を策定しました。 

その後、計画期間の終了に伴い、平成３１年（２０１９年）３月に、平成３１年度（２０１９年度）から令和５

年度（２０２３年度）までの５年を期間とする「第２次あま市地域福祉計画」を策定しました。 

「第２次あま市地域福祉計画」では、「あまでつくる 新たな福祉コミュニティ」を基本理念とし、福祉

コミュニティに主眼を置いた３つの基本方針とその目標（５つの重点施策）により取組を進めてきまし

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

基本理念 基本方針 基本目標 

第２次あま市地域福祉計画体系図 

１．人権の尊重を推進する 

２．地域コミュニティ参加への周知・
啓発を図る 

あ
ま
で
つ
く
る 

新
た
な
福
祉
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ 

地域コミュニティ 

参加への理解 

１ 

１．地域での連携・協力体制を構築する 
【重点施策１】 

２．担い手をつくる・増やす 
【重点施策２】【重点施策３】 

３．情報の共有・周知を図る 

１．生活環境の充実を図る 
 
２．地域の包括的な支援の充実を図る 

【重点施策４】 

３．防災への取組を推進する 
【重点施策５】 

福祉コミュニティの 

構築 

２ 

福祉コミュニティの 

充実 

３ 
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２ 第２次あま市地域福祉計画の取組 

 

 

 基本方針１  地域コミュニティ参加への理解 
 

地域福祉推進の大きな課題として、地域コミュニティの弱体化があり、地域コミュニティの必要性や

参加の重要性等の周知、地域活動や行事の参加促進を行ってきました。また、人権尊重の意識啓発や

人権教育の充実を図るなど、地域の思いやりや支え合いの理解を深めるための事業を行ってきました。 

新型コロナウイルス感染症の拡大の影響により、一部の福祉教育の事業の縮小や地域におけるふれ

あい・いきいきサロンの中止や利用者減少がありましたが、市民活動祭「あまのわ」の参加者増加など、

地域主体による市民活動が着実に根付きつつあります。 

今後は、子どもから高齢者、障がいのある人や外国人など多様な市民が集い、参加する地域活動を

促進する環境づくりに取り組む必要があります。 

 

 

基本方針 2  福祉コミュニティの構築 
 

地域共生社会の実現に向けて NPO 団体・市民ボランティアなど多様な主体による連携の推進や民

生委員・児童委員、社会福祉協議会との連携強化に取り組んできました。 

また、生活支援体制整備協議体の設置による情報共有、地域資源の把握や生活支援コーディネータ

ーの配置、地域学校協働活動の推進など、地域での幅広い連携により市内の福祉コミュニティ構築を

図っています。 

しかし、地域の見守りネットワークの確立やボランティア等の育成はボランティアのコーディネートに

課題があるため、今後は市内でボランティアが活躍できる環境整備に取り組んでいく必要があります。 

 

 

基本方針３  福祉コミュニティの充実 
 

いつまでも安心して暮らせるまちづくりのために、子育てや高齢者・障がいのある人など、誰もが地

域で安全に安心して暮らせるコミュニティの充実に取り組んできました。 

また、生活困窮者への支援については、コロナ禍における支援を継続的に行い、積極的なアウトリー

チによる相談支援を行ってきました。令和３年４月には、権利擁護センターを設置し、成年後見制度の

利用の促進に関する相談支援を開始しました。 

今後は複合的な課題を抱えた方々を重層的に支援できるよう、重層的支援体制の整備に向けて、関

係機関と調整の上、引き続き取り組んでいきます。 
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序章 第２次計画の進捗状況 

 

重点施策１  地域の交流拠点づくりの推進 
 

①ふれあい・いきいきサロンの充実 

地域における多世代の交流の拠点として、各地区でのサロンを開設してきましたが、新型コロナウイ

ルス感染症の拡大の影響により、一部サロンの廃止を余儀なくされるほか、参加者が減少する結果と

なりました。今後は参加者の増加のため、サロンの周知を図っていくことが必要です。 

 

■ふれあい・いきいきサロン数 

 

 

 

 

 

 

 

②協議体の充実 

新型コロナウイルス感染症の拡大の影響により、生活支援体制整備協議体の会議開催が制限されま

したが、あま市社会福祉協議会（以下「市社協」といいます。）とともに第１層、第２層協議体により、ネッ

トワーク間の情報共有・連携強化を行ってきました。今後も各地区での地域課題の抽出や地域資源の

把握を行っていきます。 

 

③学校と地域の連携体制の確立 

地域学校協働活動の活動の情報共有のため連絡会議を開催したほか、地域ボランティアと連携した

地域学校協働活動に取り組んできました。今後も活動の継続のために、市民活動センターや各種団体

と連携したボランティアの確保に努めていきます。 

 

 

 

重点施策 2  活動の担い手の育成・増加 
 

①地域活動への参加啓発 

新型コロナウイルス感染症の拡大の影響により、地域活動が実施できない状況が続いていましたが、

市民活動祭「あまのわ」は徐々に再開し、参加者数を増加させることができました。今後も地域活動の

多様な参加者を増やすため、活動の周知を継続していきます。 

 

成果指標 

平成２９年度 

（２０１７年度） 

令和３年度 

（２０２１年度） 

令和４年度 

（２０２２年度） 

令和５年度 

（２０２３年度） 

実績 実績 実績 実績見込 

ふれあい・いきいき 

サロン数 
２７ ２９ 27  
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②人権・福祉教育の充実 

関係機関と連携し、地域や学校、保育園など、様々な場所での人権教育の活動を推進してきました。

今後も新しい人権課題などに対応した人権教育・福祉教育を実施していきます。 

 

 

重点施策３  ボランティア活動の推進体制整備 
 

① ボランティア活動の窓口整備 

市民ボランティアの窓口である市社協、市民活動センター、教育委員会が連携して体制整備に取り

組んできました。今後は、ボランティアコーディネーターの配置による活動の総合的なコーディネート

機能に取り組む必要があります。 

 

②ボランティア参加者の増加 

各種ボランティア養成講座の開催によりボランティア人材の育成に取り組んできました。今後も中

高生を対象とした養成講座やボランティアマッチングにより、参加者の増加に取り組んでいきます。 

 

■安心支え合いネット員の登録者数及び利用者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重点施策４  福祉総合相談窓口の設置 
 

①生活困窮者自立支援事業の充実 

コロナ禍において相談件数が急増する中でも、継続的に生活困窮者の支援を行ってきました。窓口

への来所相談対応のみならず、アウトリーチによる相談支援も積極的に行っていました。また、生活困

窮者の個別課題に幅広く支援を提供できるよう、就労準備支援事業、家計改善支援事業、一時生活支

援事業の任意事業を事業化し、実施することができました。今後は物価高騰など、社会的背景を踏ま

えた生活困窮者支援ができるよう、引き続き取り組んでいきます。 

  

成果指標 

平成２９年度 

（２０１７年度） 

令和３年度 

（２０２１年度） 

令和４年度 

（２０２２年度） 

令和５年度 

（２０２３年度） 

実績 実績 実績 実績見込 

ネット員数 １３２人 １４６人 １４１人 人 

利用者数 １７４人 １９９人 １８１人 人 
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序章 第２次計画の進捗状況 

■生活困窮者自立支援事業の相談件数 

 

 

 

 

 

 

②成年後見制度の利用促進 

令和３年４月に新しく権利擁護センターを設置し、成年後見制度の利用の促進を中心とした権利擁

護に関する相談支援に取り組みました。この権利擁護センターは生活困窮者自立支援窓口と一体的に

設置し、制度間の連携を密にするとともに、地域共生社会の実現の足がかりとしました。また、市社協

において、法人後見を始めました。 

今後は、第２次あま市成年後見制度利用促進基本計画に基づき、地域で支える権利擁護支援の取組

を推進していきます。 

 

 

 

重点施策５  災害時の支援体制の整備 
 

①自主防災会の活動への参加促進 

コロナ禍により防災訓練の実施回数が減っていましたが、令和３年以降は実施回数、参加者とも増

加しています。また、自主防災会へ補助金を交付し、防災倉庫などの整備の支援を行いました。 

 

②避難行動要支援者個別支援計画の作成の促進 

避難行動要支援者システムを導入し、名簿登録された要支援者の同意を得た上で、避難支援等関係

者への名簿情報の提供に取り組みました。今後は同意を得られた要支援者の名簿を関係機関と共有

することで、さらに個別避難計画の作成を進め、地域防災力の向上を図っていきます。 

 

■避難行動要支援者個別避難計画の作成者数 

 

 

 

 

 

 

 

成果指標 

平成２９年度 

（２０１７年度） 

令和３年度 

（２０２１年度） 

令和４年度 

（２０２２年度） 

令和５年度 

（２０２３年度） 

実績 実績 実績 実績見込 

新規相談件数 ２７３件 ６２６件 ４２７件 件 

成果指標 

平成２９年度 

（２０１７年度） 

令和３年度 

（２０２１年度） 

令和４年度 

（２０２２年度） 

令和５年度 

（２０２３年度） 

実績 実績 実績 実績見込 

個別避難計画作成者数 ０人 ２９人 ３１人 人 





 

 

 

 

 

 

 

 

第１章 第３次計画の策定背景 
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第１章 第３次計画の策定背景 

第１章 第３次計画の策定背景 
 

１ 計画の策定体制 

 

第３次あま市地域福祉計画（以下「第３次計画」といいます。）は、市民の協力のもとアンケート調査な

どの現状把握を行い、あま市地域福祉計画推進委員会による計画の審議や庁内部局等の調整、パブリ

ックコメントを経て策定しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

市民アンケート 

団体アンケート・ヒアリング 

地域懇談会 

・庁内関係部局との 

調整 

 

・社会福祉協議会内 

関係各課との調整 

パブリックコメント 

あま市地域福祉計画・あま市社会福祉協議会地域福祉活動計画 

審議機関 

あま市地域福祉計画推進委員会 

あま市社会福祉協議会地域福祉活動計画推進委員会 

現状把握 

計画の審議 

意見聴取 

庁内部局等 
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■現状把握の状況 

区分 概要 

市民アンケート調査 

１８歳以上の市民から３，０００人を無作為抽出し、調査票を郵送する方法

で、地域に対する意識や身近な地域福祉の課題について、把握することを

目的として実施しました。 

団体アンケート及び 

団体ヒアリング調査 

市内の関係福祉団体３０団体に、調査票を郵送する方法で、地域福祉に対

するご意見をうかがい、今後の取組への反映を目的として実施しました。

また、ご協力いただいた６団体に対し対面でのヒアリング調査を実施しま

した。 

地域懇談会の実施 
「地域福祉の課題の共有と課題解決のアイデア」をテーマに、対面形式で、

地域住民の立場で協議・検討することを目的に全３回開催しました。 

 

■市民アンケート結果の留意事項 

⑴ 比率はすべてパーセントで表し、小数点以下第２位を四捨五入して算出しました。そのため、パー

セントの合計が１００％にならないこともあります。 

⑵ 回答率（％）は、その質問の回答者数を母数として算出しました。 

⑶ 基数となるべき実数（n）は、設問ごとの回答者数として掲載しました。比率については、この回

答者数を１００％として算出しています。 

⑷ 複数回答が可能な質問では、比率算出の基数は回答者数とし、その項目を選び、○印をつけた

人が全体からみて何％なのかという見方をしました。そのため、各項目の比率の合計は１００％

を超える場合もあります。 

 

■あま市地域福祉計画推進委員会の設置 

保健・医療、社会福祉、高齢福祉、児童福祉、教育関係の代表者及び学識経験者等で構成される「あ

ま市地域福祉計画推進委員会」を設置し、第３次計画の策定における協議を行いました。 
 

■パブリックコメントの実施 

広報あま、市公式ウェブサイトにより、計画策定に当たってのご意見及び情報を広く市民から募集し

ました。 
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第１章 第３次計画の策定背景 

２ あま市における地域課題  

 

アンケート調査及び地域懇談会等から、本市が抱える地域課題の現状についてまとめました。 

 

（１）地域とのかかわりに関する課題 

自治会の加入率は７割以上であり、地域活動への参加意向についても全体で５割を超えています。

一方で、地域活動への参加状況は約３割となっており、参加のきっかけづくりなど参加を促すための

取組が求められています。 

 

地域懇談会では近所付き合いの希薄化や町内会の加入者が減少しているとの意見があり、交流の

場づくりや世代間のコミュニケーションの必要性が指摘されており、対象を問わない包括的なつなが

りを創出していく必要があります。 

 

 

【市民アンケート調査結果】 

 

①自治会の加入状況について（地区別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②地域活動・行事への参加意向について（年代別） 

 

 

 

 

 

 

 

76.7 

89.7 

87.5 

66.7 

21.5 

9.6 

11.2 

32.6 

1.8 

0.7 

1.2 

0.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体 n=1,118

七 宝 n=281

美 和 n=329

甚 目 寺 n=432

加入している 加入していない 無回答
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③地域活動・行事への参加状況について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④地域活動・行事への参加状況について（年代別） 

 

 

 

 

 

 

 

【地域懇談会の意見】 

・オープンに行ける場所をつくる。そこに行くと、何かできる、趣味的なことに参加できる、おしゃべ

りができるような場所 

・町内会の事業で世代間でコミュニケーションがはかれる事業を発掘していく。 

・誰もが気軽に立ち寄れる場所づくり（市の運営するレストラン・カフェ・子ども食堂） 

・町内会の案内などの際に近所を紹介する。町内の子ども向けのイベントなどをメインに伝える 

・自治会加入のメリットをできるだけ発信していく。 

・自治会に加入すれば特典があるようにする。 

  

31.5 

7.7 
10.6 

27.0 

9.2 

12.6 12.2 12.2 
15.0 16.2 

11.9 

2.8 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

仕
事
や
学
業
が
忙
し
く

時
間
が
な
い

子
育
て
や
家
事
が
忙
し
い

自
分
の
趣
味
な
ど
に

時
間
を
使
い
た
い

参
加
す
る
き
っ
か
け
が
な
い

参
加
す
る
方
法
が

分
か
ら
な
い

参
加
し
た
い
活
動
が
な
い

一
緒
に
活
動
す
る
仲
間
が

い
な
い

健
康
上
の
理
由
で

参
加
で
き
な
い

興
味
が
な
い

参
加
し
た
い
と
思
わ
な
い

そ
の
他

無
回
答

n=714
（％）

33.5 

8.2 

23.3 

35.5 

34.7 

34.6 

45.0 

63.9 

90.7 

74.4 

63.9 

64.3 

63.1 

50.5 

2.6 

1.0 

2.3 

0.6 

1.0 

2.3 

4.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体 n=1,118

18～29歳 n=97 

30～39歳 n=133

40～49歳 n=169

50～59歳 n=196

60～69歳 n=217

70歳以上 n=291

参加した 参加していない 無回答
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第１章 第３次計画の策定背景 

（２）地域の支え合いに関する課題 

地域住民が優先的に取り組んでいきたい地域の課題では、子どもに関する回答として「子どもの安

全・安心の確保」や「共働き家庭の子どもの放課後の居場所づくり」、「いじめや子どもへの非行への対

応」が多くなっており、子どもが安心して育つための環境が必要とされていると考えられます。また

「高齢者の見守り体制や生活支援の確保」や「高齢者の社会参加や生きがいづくり」も多くなっている

ため、子どもから高齢者までを支える仕組みが必要だと考えられます。 

新たな地域づくりを築くために進めるべき取組については、「年齢や障がいの有無に関わらず誰も

が安心して過ごせる居場所づくり」や「子どもの見守りや防犯活動の推進」が多くなっており、世代を

問わない交流活動や居場所づくりを推進することの必要性が高まっていると考えられます。 

地域の支え合いの関係を築くために必要だと思うつながりについては、「ご近所、自治会・町内会な

どのつながり」が最も多くなっています。その他では、「防犯・防災活動を通じたつながり」や「子育て、

介護など同じ悩みをもつ当事者やその支援グループのつながり」などの共通のテーマによるつながり

が多くなっており、地域でのつながりを得るためのきっかけをつくることが重要ではないかと考えら

れます。 

 

 

【市民アンケート調査結果】 

 

①地域住民が優先的に取り組んでいきたい地域の課題について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

18.6 

41.1 

16.5 

24.0 

12.3 

24.0 

13.6 

30.1 
32.5 

29.7 

11.7 
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と
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も
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生
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が
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く
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齢
者
の
見
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制
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生
活
支
援
の
確
保

老
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介
護
世
帯
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把
握
と

そ
の
支
援

障
が
い
の
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方
の
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会
参
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や
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き
が
い
づ
く
り
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い
の
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の
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守
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生
活
支
援
の
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保

健
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く
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人
々
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意
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地
域
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え
合
い
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意
識
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ア
ラ
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へ
の
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援

そ
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他
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か
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い

無
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答

n=1,118
（％）
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②新たな地域のつながりを築くために進めるべき取組について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③地域の支え合いの関係を築くために必要だと思うつながりについて 
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27.9 

35.2 

18.2 

32.3 
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ど
も
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や

防
犯
活
動
の
推
進

趣
味
や
サ
ー
ク
ル
活
動

な
ど
の
促
進

災
害
時
の
支
援
体
制
づ
く
り

を
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し
た
交
流
活
動

年
齢
や
障
が
い
の
有
無
に
関
わ
ら
ず
誰
も

が
安
心
し
て
過
ご
せ
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居
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づ
く
り
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域
（
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学
校
区
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位
）

で
の
つ
な
が
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の
強
化

そ
の
他

無
回
答

n=1,118

（％）
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介
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が
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が
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防
犯
 
防
災
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じ
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つ
な
が
り

そ
の
他

無
回
答

n=1,118

（％）



 

19 

第１章 第３次計画の策定背景 

（３）災害時における活動に関する課題 

災害時に希望する情報収集方法について、「テレビ」や「ラジオ」といった既存のメディアが多く回答

されていることに加え、「SNS（LINE、facebook、Twitter など）」が多くなっており、行政による

情報発信にＳＮＳの活用が求められていると考えられます。 

 

「災害時に支えあう地域づくり」に必要なことについて、「地域サービスなどを提供する施設や事業

者との連携」が最も多く回答されており、次いで「自主防災組織づくり」が多くなっているため、自助、

あるいは地域住民同士の互助だけではなく、施設や事業所との連携を含め、地域で一丸となって支え

合っていくことが必要だと考えられます。 

 

 

【市民アンケート調査結果】 

 

①災害時に希望する情報収集方法について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②災害時に支え合う地域づくりに必要なことについて 
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携
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（％）
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【地域懇談会の意見】 

・防災訓練、自主防災の統括が必要 

・地域によっては活発な内容で行われている所もあるのでその方達に自主防災の役員にアドバイス

の場を設けてもらう。 

・避難所を町内での回覧板で発信する。市役所が避難所の場所をわかりやすくする。 

・避難体験会を行う（例：避難所に一泊してみよう） 

・一刻も早く福祉避難所を地域で確保し、障がい者・障がい児への災害対策を進めてほしい 

・外国人の方へ学校から地域防災訓練のお知らせを配布してもらう 

・災害時の障がい者の対応計画の作成について、行政は実態を知るために当事者へヒアリングをし

てほしい。 
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第１章 第３次計画の策定背景 

地域のみんなが安心して暮らすために 

地域のみんなで福祉課題の解決に取り組むこと 

３ 計画策定の目的 

 

本市が抱える地域課題を解決していくためには、行政による福祉サービスだけでは対応しきれず、

地域住民が主体となり課題の解決に取り組むことが必要です。 

本市では、「地域福祉」を「地域のみんなが安心して暮らせるために 地域のみんなで福祉課題の解

決に取り組むこと」と定義し、第２次計画の実績も踏まえ、新たに第３次計画を策定します。 

 

 

あま市における「地域福祉」の定義 

 

 

 

 

 





 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 第３次計画の概要 

 

 

  



 

 

 



 

25 

第２章 第３次計画の概要 

 

第２章 第３次計画の概要 
 

１ 計画の性格 

（１）国の動向 

我が国では、高齢化や人口減少が進み、地域・家庭・職場という人々の生活領域における支え合いの

基盤が弱まってきている状況にあります。このような社会構造の変化や人々の暮らしの変化を踏まえ、

地域住民や地域の多様な主体が参画し、人と人とが世代や分野を超えてつながることで、地域を共に

創っていく「地域共生社会」の実現が求められています。改正社会福祉法（平成３０年（２０１８年）４月１

日施行）における「地域福祉の推進」で、その実現への取組を推進しています。 

 

■地域共生社会（「地域共生社会に向けた包括的支援と多様な参加・協働の推進に関す

る検討会」（地域共生社会推進検討会）最終とりまとめ） 

  制度・分野の枠や、「支える側」「支えられる側」という従来の関係を超えて、人と人、

人と社会とがつながり、一人ひとりが生きがいや役割を持ち、助け合いながら暮らし

ていくことのできる、包摂的なコミュニティ、地域や社会を創るという考え方である。 

 

 

 ■地域福祉の推進 （社会福祉法第４条第２項） 

   地域住民、社会福祉を目的とする事業を経営する者及び社会福祉に関する活動を行

う者は、相互に協力し、福祉サービスを必要とする地域住民が地域社会を構成する

一員として日常生活を営み、社会、経済、文化その他あらゆる分野の活動に参加する

機会が与えられるように、地域福祉の推進に努めなければならない。 

 

 

また、地域住民が抱えている複合化・複雑化する福祉課題に対応するため、令和２年（２０２０年）の

社会福祉法の改正により、地域住民の抱える課題の解決のための包括的な支援体制整備を行うため

の「重層的支援体制整備事業」が創設されました。 

 

■重層的支援体制整備事業 （社会福祉法第１０６条の４第２項） 

「重層的支援体制整備事業」とは、（中略）地域生活課題を抱える地域住民及びその

世帯に対する支援体制並びに地域住民等による地域福祉の推進のために必要な環

境を一体的かつ重層的に整備する事業をいう。 
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（２）県の動向 

●「あいち健康福祉ビジョン２０２０」の策定（平成２８年（２０１６年）３月） 

福祉分野と医療分野の連携を含めた健康福祉全体の方向性を示しています。 

●「あいち福祉医療保健ビジョン２０２６」の策定（令和３年（２０２１年）３月） 

令和３年度（２０２１年度）から令和８年度（２０２６年度）までの６年を計画期間とし、都道府県地域

福祉支援計画（社会福祉法第１０８条）と位置づけています。 

 

○あいち福祉医療保健ビジョン２０２６ 

（「第４章 主要な施策の方向性のうち、地域福祉に関する施策部分の抜粋） 

第１節 共に支え合う地域づくり 

項目 主要な施策の方向性 

（１）分野にとらわれない包括的

な支援の推進 

重層的支援体制の整備等／生活困窮者への包括的な支援／

ひきこもり状態にある人への支援／自殺対策の推進／外国

人県民が安心して暮らせる環境づくり／福祉的な支援を必

要とする矯正施設退所者等への支援／適切な居住環境の確

保／災害時要配慮者への支援の推進 

（２）一人ひとりの尊厳を尊重し

た社会づくり 

人権教育・普及の推進／障害のある人への差別解消に向け

た取組の推進／新型コロナウイルス感染症への理解促進／

権利擁護の推進／適正な事業運営の確保等／子どもや高齢

者、障害のある人への虐待防止／DV防止・被害者支援 

（３）地域を支え活躍する人づく

り 

住民の地域活動への参加促進／地域づくりを担う団体への

支援 

（４）共に支える意識の醸成と環

境づくり 
共に支え合う意識の醸成／人にやさしい街づくりの推進 

 

（３）本計画の根拠 

地域福祉計画は、社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第１０７条の規定に基づく計市町村地域福祉

画で、地域福祉を総合的に推進するための基本理念や基本目的を定めるものです。 

 

根拠法令・計画の性格 

 地域福祉計画 地域福祉活動計画 

策定の根拠法（根拠） 社会福祉法第１０７条 
全国社会福祉協議会 

「地域福祉活動計画策定指針」 

計画の性格 行政の計画 民間が協働して取り組む行動計画 

計画の策定主体 
地域住民等の参加を得て 

行政が策定 

地域住民や地域の福祉活動団体及び機関の

主体的参加を得て、市町村社会福祉協議会が

策定 

※再犯の防止等の推進に関する法律（平成２８年法律第１０４号）第８条第１項の規定に基づき、「再犯防止

の推進」を第３次計画に内包します。 
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第２章 第３次計画の概要 

 

 

（４）計画の位置づけ 

改正社会福祉法により、地域福祉計画は高齢者、障がいのある人、児童等の各福祉分野計画の上位

計画として位置づけられたことから、本計画では、市総合計画の下、既存の関連諸計画との整合性を

保ちながら、子どもから高齢者、障がいのある人もない人も、すべての人々を対象として、地域の福祉

課題を解決していくための取組を示すものとして位置づけます。 

また、市社協が策定する第３次あま市社会福祉協議会地域福祉活動計画とも整合を図り、相互に連

携した計画とします。 

 

 

  総合計画及び個別計画との関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※国の関連計画：「ニッポン一億総活躍プラン」（平成２８年（２０１６年）６月２日閣議決定） 
            「地域共生社会の実現」まち・ひと・しごと創生基本方針２０２１（令和３年（２０２１年）６月１８日

閣議決定） 
※県の関連計画：「愛知県地域福祉支援計画（あいち福祉医療保健ビジョン２０２６）」（令和３年度（２０２１年度）

から令和８年度（２０２６年度）まで） 
 

 
  

地域福祉計画 

 

地
域
福
祉
活
動
計
画 

あま市総合計画 

（住民活動

の分野） 

市社協 

高
齢
者
福
祉
計
画
・ 

介
護
保
険
事
業
計
画 

障
が
い
者
計
画 

障
が
い
福
祉
計
画 

障
が
い
児
福
祉
計
画 

子
ど
も
・
子
育
て 

支
援
事
業
計
画 

自
殺
対
策
計
画 

地
域
防
災
計
画 

男
女
共
同
参
画
プ
ラ
ン 

（住民あるいは地域と行政が協働する分野） 

人
権
尊
重
の 

ま
ち
づ
く
り
行
動
計
画 

健
康
づ
く
り
計
画 

連携 

成
年
後
見
制
度
利
用
促
進

基
本
計
画 
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（５）計画の期間 

本計画は、令和６年度（２０２４年度）から令和１０年度（２０２８年度）までの５年間の計画です。本市

を取り巻く社会情勢や地域の状況が大きく変化した場合には、見直しを行うこととします。 

また、同時に策定する第３部の「第２次あま市成年後見制度利用促進基本計画」との整合を図ります。 

 

■計画期間 

令和 
４年度 
(2022) 

令和 
５年度 
(2023) 

令和 
６年度 
(2024) 

令和 
７年度 
(2025) 

令和 
８年度 
(2026) 

令和 
９年度 
(2027) 

令和 
10 年度 
(2028) 

令和 
11 年度 
(2029) 

令和 
12 年度 
(2030) 

 

 

      

 

  

見直し 第３次計画 

第４次計画 

第２次計画 

見直し 
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第２章 第３次計画の概要 

みんなでつくり みんなが集う 

あまの福祉コミュニティ 

２ 基本理念 

 

計画策定の目的である、みんなで地域の福祉課題を解決していくためには、住民一人ひとりや多様

な主体が参画し、行政との包括的な連携により、人と人、人と資源が世代や分野を超えてつながり、み

んなが安心して共生できる「地域共生社会」の実現を目指すことが必要です。 

本市では、この「地域共生社会」の実現に向けて、福祉の支援の必要な人だけでなく、地域のあらゆ

る人を対象とした「福祉コミュニティ」を推進するための「みんなでつくり みんなが集う あまの福祉

コミュニティ」を本計画の基本理念とします。 

 

基本理念 

 

 

 

 

 

 
○地域包括ケアシステムとの整合 

福祉コミュニティづくりに当たっては、地域包括ケアシステム（※）と整合性を図り、あま市全域を福

祉コミュニティの範囲と位置づけます。 

また、地域コミュニティは、身近な自治会・町内会の範囲とします。 

 

※地域包括ケアシステムとは、医療、介護、住まい、生活支援、介護予防が身近な地域で

包括的に確保される体制をいう。 

 

 

■計画における範囲の設定 

地域の範囲 地域福祉計画 

あま市全域 福祉コミュニティ 

自治会・町内会 地域コミュニティ 

 

  



 

30 

（１）地域コミュニティの考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域コミュニティのイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

○地域コミュニティ 

・本計画では、「地域の中で生じる課題を地域住民による支え合いにより解決

するつながりの場」とします。 

・地域コミュニティの範囲は、身近な「自治会・町内会」とします。 

 

ボランティア 

地域住民のつながり 

自治会・町内会 

地域住民 

民生委員・児童委員 

老人クラブ 各種団体 

子ども会 

地域学校協働本部 
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第２章 第３次計画の概要 

（２）福祉コミュニティの考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

福祉コミュニティのイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

              

  

老人クラブ 

子ども会 

各種団体 

地域住民 

ボランティア 

民生委員・児童委員 

自治会・町内会 

サービス事業者 

ＮＰＯ法人 

協議体 

ふれあい・いきいきサロン 

支援 協働 

社会福祉協議会 市 役 所 

市民活動センター 

地域社会とのつながり 

○福祉コミュニティ 

・本計画では、「地域の中で生じる福祉課題について、地域住民、関係機関、事業

者等との包括的な連携支援によって解決していくしくみを持つ地域社会」としま

す。 

・「支える人」「支えられる人」は、支援を通じて時と場合で役割が入れ替わるた

め、「お互い様」という、支援が必要な人を中心に据える支え合いの関係づくり

が重要となります。 

・福祉コミュニティの範囲は「あま市全域」とします。 
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３ 基本方針 

 

第３次計画の基本方針を「地域コミュニティの再構築」「福祉コミュニティの充実」「だれもが集うコミ

ュニティの構築」の３つとし、基本方針のもとに関連する基本目標を設定します。 

 

 

 

 

 

地域コミュニティづくりのための地域活動や行事への参加促進を行ってきましたが、コロナ禍によっ

て地域やコミュニティ同士のつながりが薄れ、これまで地域が抱えてきた課題が顕在化しています。つ

ながりが薄れたコミュニティを再構築するためには、再度地域で集う活動の参加への理解を深め、活

動を展開していくこと、また参加しやすい活動の機会を提供することが重要になるため、これまでの地

域コミュニティの再構築のための取組を推進していきます。 

 

 

 

 

 

これまでの福祉コミュニティの構築においては、地域みんなが主役で主体的に活動できる環境づく

りや地域の様々な団体等が生活支援において連携する取組を進めてきました。福祉の課題が複雑化

する状況においては、より一層の地域の連携と包括的に支援する体制づくりが必要なため、福祉コミ

ュニティ充実のための取組を推進していきます。 

 

 

 

 

 

福祉課題が複雑化・複合化している状況においては、公的サービスでは対応が難しい課題が顕在化

し、重層的な支援体制を構築していくことが必要になります。また、子どもから高齢者まで多世代が交

流する場づくりなど、コミュニティの垣根を越えてだれもが集うことのできる場所づくりが重要です。

地域コミュニティや福祉コミュニティの枠にとらわれない、だれもが集うコミュニティの構築に向けた

取組を推進していきます。 

  

２ 福祉コミュニティの充実 

みんなが安心して暮らせる地域をつくりましょう 

3 だれもが集うコミュニティの構築 

だれもが集うことのできるコミュニティが必要です 

１ 地域コミュニティの再構築  

これからの地域コミュニティを構築していきます 
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第２章 第３次計画の概要 

SDGsとの整合 

ＳＤＧｓ(Sustainable Development Goals)とは、平成２７年（２０１５年）に国連サミットで採択

された「持続可能な開発のための２０３０アジェンダ」にて記載された令和１２年（２０３０年）までの１７

のゴール・１６９のターゲットからなる国際目標です。貧困問題やジェンダー平等など持続可能な社会

の実現を目指すためのビジョンや課題が示されています。 

 本計画においても SDGsの掲げる目標との整合を考慮し、地域福祉を推進していきます。 

 

１ 貧困をなくそう 

あらゆる場所あらゆる形態の貧困を終わらせる 

 

３ すべての人に健康と福祉を 

あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する 

 

４ 質の高い教育をみんなに 

すべての人に包摂的かつ公正な質の高い教育を確保し、生涯学習の機会を促進

する 

 

５ ジェンダー平等を実現しよう 

ジェンダー平等を達成し、すべての女性及び女児のエンパワーメントを行う 

 

１０ 人や国の不平等をなくそう 

各国内及び各国間の不平等を是正する 

 

１１ 住み続けられるまちづくりを 

都市と人間の居住地を包摂的、安全、強靭かつ持続可能にする 

 

１６ 平和と公正をすべての人に 

持続可能な開発のための平和で包摂的な社会を促進し，すべての人々に司法へ

のアクセスを提供し、あらゆるレベルにおいて効果的で説明責任のある包摂的な

制度を構築する 
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４ 計画の体系 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

み
ん
な
で
つ
く
り 

み
ん
な
が
集
う 

あ
ま
の
福
祉
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ 

基本理念 基本方針 基本目標 

１ 地域コミュニティの再構築 

これからの地域コミュニティを

構築していきます 

 

 

 

（１）人権尊重の推進 

（２）地域コミュニティ参加の周知・

啓発 

（１）生活環境・地域の包括的な支援

の充実 

（２）担い手をつくる・増やす 

（３）防災への取組を推進する 

（４）情報の共有・周知を図る 

（１）包括的な相談の支援 

（２）多様な人が集う場づくりの推進 

（５）再犯防止の推進 

２ 福祉コミュニティの充実 

みんなが安心して暮らせる地域

をつくりましょう 

 

 

 

３ だれもが集うコミュニティ

の構築 

だれもが集うことのできるコミ

ュニティが必要です 
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第２章 第３次計画の概要 

５ 計画の担い手と推進体制 

 

地域住民が主体となって地域で福祉課題を解決していくためには、それぞれの役割を担い連携しな

がら一体となって推進していく体制が必要です。第３次計画における役割を次のとおり示します。 

 

 

地域福祉推進の輪 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

共 助 
（担い手：専門家） 

社会保障制度による医

療・介護サービス等の提

供 

自 助 
（担い手：本人・家族） 

介護予防や生きがいづくり

など自分でする取組 

公 助 
（担い手：行政） 

様々な公的サービス等の 

行政による支援 

連携 連携 

互 助 
（担い手：地域住民・      

        ボランティア） 

近隣住民やボランティア

団体による見守り活動等

の助け合い 

連携 





 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 第３次計画の内容 
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第３章 第３次計画の内容 

第３章 第３次計画の内容 
 

１ 重点施策 

 

第３次計画では、基本目標の実現のため計画期間中、特に重点を置いて進める施策として、以下の

３つを掲げ、各施策の積極的な推進を図ります。 

 

重点施策１ 人権尊重とボランティア活動の推進・充実 

 

①人権教育と福祉教育の向上 

様々な人が活躍し、支え合う社会の実現に向けて、人権意識の向上や地域福祉の理解向上のための

啓発・教育活動に取り組みます。 

 

②ボランティア活動の場の充実 

ボランティアの窓口を設置している市社協、市民活動センター、教育委員会が連携し活動の支援や

紹介を行うほか、またボランティアコーディネーターを配置し、活動の場の開拓や情報収集などの総合

的なコーディネートを行います。 

 

 

重点施策２ 災害時の支援体制の充実 

 

①避難行動要支援者制度の取組推進 

避難行動要支援者名簿に登録された情報を避難支援等関係者へ提供したり、関係機関と共有した

りすることにより、個別避難計画の作成を進めることで、要支援者制度のさらなる充実に取り組みま

す。 

 

②災害救援ボランティアセンターの機能向上 

自主防災会との連携の強化やボランティアの育成により、災害時に設置する災害救援ボランティア

センターの機能向上に取り組みます。 

 
 

重点施策３ 福祉相談窓口の機能拡充 

 

①重層的支援体制整備事業の実施検討 

福祉ニーズの複雑化、複合化により、世代や属性を問わない包括的な支援の必要性が高まっている
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ことから、庁内の体制整備などを含めた重層的支援体制整備事業の実施に向けて検討します。 

 

②生活困窮者自立支援の充実 

生活困窮者自立支援窓口の相談は多く受けており、今後も重点的に取り組む必要があるため、関係

機関と連携し、複合的な課題に対応した支援の充実と社会的背景を踏まえた支援の充実に取り組みま

す。 

 

③権利擁護支援の充実 

虐待防止ネットワークを活かした虐待予防・早期対応に取り組むほか、第３部の第２次あま市成年後

見制度利用促進基本計画に基づき、本人を尊重した制度運用と権利擁護の普及と理解促進に取り組

みます。  
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第３章 第３次計画の内容 

２ 計画の内容 

 

基本方針 １ 地域コミュニティの再構築 

これからの地域コミュニティを構築していきます 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）人権尊重の推進 

 

【施策の方向】 

○人権に関する広報・啓発、教育を推進することにより、誰もが地域コミュニティに参加しやすい環境

づくりを進めていきます。 

 

【担い手とその役割】 

担い手 役割 

自助（本人・家族） 
人権の大切さについて理解し、一人ひとりの人権尊重

に努めます。 

互助（地域住民・ボランティア） 
住民一人ひとりがお互いの人権に配慮し、支え合いま

しょう。 

共助（専門家）・公助（行政） 人権に関する講演会等を開催し、啓発に努めます。 

 

【事業一覧】 

No. 事業名 内容 主な担当課 

1 
人権尊重、男女共同参画に係る

広報・啓発 

人権尊重や男女共同参画に関する情報

を市民や事業所に対し、広報あまや啓発

パンフレット、市公式ウェブサイト、講演

会等を通して啓発していきます。 

人権推進課 

 

  

基本目標 

（１）人権尊重の推進 

（２）地域コミュニティ参加の周

知・啓発 
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No. 事業名 事業名 主な担当課 

2 人権教育・啓発の推進 

人権に関する理解を深めるために、家

庭・地域・学校・保育園・職場等あらゆる

場を通して人権教育の充実を図ります。 

人権ふれあいセンター等の身近な公共

施設を地域福祉の拠点として、人権教

育・啓発に関する学習講座・教室の充実

を図ります。 

人権推進課 

保育課 

学校教育課 

生涯学習課 

３ 
差別意識の解消に向けた啓発

の推進 

部落差別（同和問題）に対する正しい理

解を深め差別意識を解消する取組とし

て、啓発資料の作成や学習機会、情報提

供の充実を図ります。 

人権推進課 

４ 
人権ふれあいセンターの有効活

用 

人権意識を高めるための学習や交流活

動の場として、人権ふれあいセンターの

活用を図ります。 

人権推進課 

５ 障害者差別解消法の周知・啓発 

障がいのある人への差別解消の取組と

して、市民に対して広報あま、市公式ウ

ェブサイトでの障害者差別解消法の周知

やあま市・大治町障がい者支援協議会に

よる講演会等の啓発活動を行っていき

ます。 

市職員については、職員対応要領により

窓口対応の向上を図り、市職員の差別

解消に関する研修会を継続して実施し

ていきます。 

人権推進課 

障がい福祉課 

６ 福祉教育の推進 

学校教育において、様々な学習機会を

通じ、地域福祉への理解を深めていきま

す。 

市社協では、市内の小学校・中学校・高

等学校を社会福祉協力校として指定し、

手話・点字・車いす及び盲導犬等の福祉

体験（福祉実践教室）を行い、各学校の

福祉に関する取組を支援します。 

学校教育課 

社会福祉課 

７ 
障がいの特性についての周知・

啓発 

障がいの特性について、広報あまや市

公式ウェブサイトで周知し、理解を深め

ます。 

障がい福祉課 

８ 認知症高齢者の理解 

認知症サポーター養成講座の定期的な

開催によりサポーターの普及に努めるこ

とで、認知症に対する正しい知識や理解

から認知症高齢者と家族への支援を含

めた、地域で支える仕組みづくりを進め

ていきます。 

高齢福祉課 
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第３章 第３次計画の内容 

（２）地域コミュニティ参加の周知・啓発 

 

【施策の方向】 

○地域コミュニティ参加の重要性の周知や様々な行事・イベントを開催し、多くの人が身近な地域活動

や行事へ参加するよう促します。 

 

【担い手とその役割】 

担い手 役割 

自助（本人・家族） 
地域コミュニティ参加の重要性を理解し、地域活動に

参加しましょう。 

互助（地域住民・ボランティア） 

地域で行われるお祭り等の行事を大切にしましょう。 

ふれあい・いきいきサロン等地域の活動に参加しまし

ょう。 

町内行事やイベントの内容等を工夫し、参加者を増や

しましょう。 

地域で活動する人による横のつながりをつくりましょ

う。 

共助（専門家）・公助（行政） 
コミュニティ参加の重要性を様々な媒体を通じ、周知・

啓発を図ります。 

 

【事業一覧】 

No. 事業名 内容 主な担当課 

1 
地域コミュニティ参加の重要性

等の周知 

広報あまや市公式ウェブサイト、ＳＮＳ等

で地域の現状、地域コミュニティへの参

加の必要性、地域共生社会の意義等を

周知していきます。 

企画政策課 

2 地域活動や行事への参加促進 

地域におけるふれあい・いきいきサロン

等の活動や市民活動祭・ボランティアフ

ェスティバル「あまのわ」等のイベントを

通して、地域活動を周知し、参加を促進

していきます。 

社会福祉課 

企画政策課 
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基本方針 ２ 福祉コミュニティの充実 

みんなが安心して暮らせる地域をつくりましょう 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）生活環境・地域の包括的な支援の充実 

 

【施策の方向】 

○地域福祉の課題は、介護、子育て、障がいなどにとどまらず、住まいや交通など広範囲に渡り、バリ

アフリー化や様々な機関との連携、見守りネットワークの確立など多岐に渡る取組が必要です。これ

らの課題に対応する包括的な支援体制づくりを進めていきます。 

 

【担い手とその役割】 

担い手 役割 

自助（本人・家族） 

福祉に関して興味・関心を持ちましょう。悩み事があっ

たら身近な人に相談したり、周りの人の助けを得るよ

うにしましょう。 

互助（地域住民・ボランティア） 

日頃から近所の人と声をかけあい、異変に気づいたら

民生委員・児童委員などに連絡しましょう。また、民生

委・児童委員、地域のボランティア等を中心とした見守

り活動を地域に広めていきましょう。 

保健・福祉サービスの制度への認識を深め、必要な人

へ情報を提供しましょう。 

共助（専門家）・公助（行政） 

ユニバーサルデザインに配慮したまちづくりを進めま

す。 

関係機関との連携により、切れ目のない相談や支援の

体制を整備します。 

 

  

基本目標 

（１）生活環境・地域の包括的な支援の充実 

（２）担い手をつくる・

増やす 

（３）防災への取組を推

進する 

（４）情報の共有・周知

を図る 
（５）再犯防止の推進 
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第３章 第３次計画の内容 

【事業一覧】 

No. 事業名 内容 主な担当課 

1 公共交通の充実 

移動に困っている方々の日常生活を支

えることを目的として市巡回バスを運営

しています。市巡回バス利用のＰＲや利

用者との座談会等を行い、市民にとって

より良い公共交通体系を目指していき

ます。 

企画政策課 

２ 
既存施設のバリアフリー化の推

進 

バリアフリー化を推進し、人にやさしい

建築物や道路・公園・トイレ・駐車スペー

ス等の整備、改善に取り組みます。 

都市計画課 

土木課 

３ 
安全な道路交通環境の整備推

進 

高齢者や障がいのある人、子どもなど、

すべての人に配慮したユニバーサルデ

ザインによる公共的な建物・道路等の整

備を促進します。また、安全で安心した

生活が送れるように危険箇所の把握と

整備を行い、交通弱者の視点に立った道

路交通環境の整備を図っていきます。 

都市交通課 

土木課 

４ 社協との連携強化 

市社協は、公私協働の福祉のまちづくり

を目指し、地域福祉の推進役として活動

しています。障害者相談支援事業や地域

包括支援センター事業を市より受託し、

各種相談支援を行っています。今後もよ

り緊密な連携を図るため、調整会議を実

施していきます。 

社会福祉課 

障がい福祉課 

高齢福祉課 

５ 
民生委員・児童委員との連携強

化 

民生委員・児童委員活動において、市民

の多様な相談内容に対応できるよう、支

援等を実施していきます。 

社会福祉課 

６ 
地域包括ケアシステムの深化・

推進 

地域包括ケアシステムの推進に向け、

NPO、ボランティア、民間事業者、地域

団体等、多様な主体と行政が協力・連携

を図り、地域の理解を得ながら協働の体

制づくりを進めていきます。 

高齢福祉課 
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No. 事業名 内容 主な担当課 

７ 
地域の見守りネットワークの確

立 

安心支え合いネットワーク事業（市社協）で

は、６５歳以上のひとり暮らし高齢者等が

住み慣れた地域で安心して暮らしていけ

るように、地域のボランティア（支え合いネ

ット員）が、ひとり暮らし高齢者等に対する

見守り、声かけ等の安否確認を行っていま

す。今後も、ボランティアの養成を行い、事

業体制の充実を図ります。 

また、高齢者見守りネットワーク事業では、

市内金融機関や新聞販売店、薬局、ドラッ

クストアなど、「あま市高齢者地域見守り

協定」を結んだ民間事業所と連携し、高齢

者を見守るネットワークを形成していま

す。今後も民間事業者等との連携を進め

ていきます。 

高齢福祉課 

８ 
NPO 団体・市民ボランティア等

との連携 

市民活動センターを拠点として活動してい

る NPO 団体や市民ボランティア等に、活

動充実に向けた支援による市民協働を促

進していきます。 

子育て支援においては、子育て支援団体

のネットワーク会議を行ない情報共有や意

見交換を行っていきます。 

企画政策課 

子ども福祉課 

９ 地域防犯対策の推進 

高齢者等に対する振り込め詐欺等の特殊

詐欺を防ぐために、自治会や民生委員・児

童委員、警察との連携等を強化し、「犯罪

のないまち」を目指していきます。 

危機管理課 

1０ 
ゲートキーパー1の周知と養成

講座の受講促進 

自殺のサインに気づき、傾聴等をするゲー

トキーパーを広く一般市民に周知し、養成

講座の受講を促進していきます。 

民生委員・児童委員やボランティア等、地

域の自殺対策に取り組む人、団体等に対し

て、養成講座や研修機会の拡大を図りま

す。 

健康推進課 

1１ 
関係機関との連携・ネットワーク

の強化 

自殺対策は行政だけで取り組めるもので

はないため、地域全体で自殺対策が推進

されるよう、関係機関や民間団体の代表

者を集め意見交換等を行う「あま市自殺対

策ネットワーク会議」を設置し、連携強化を

図ります。 

健康推進課 

                                      
1 自殺の兆候に気づき、適切な対応（悩んでいる人に気づき、声をかけ、話を聞き、必要な支援につなげ、見守
る）を図ることのできる「命の門番」の人のこと。 
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第３章 第３次計画の内容 

No. 事業名 内容 主な担当課 

1２ 
地域における子育て支援の充

実 

児童館、子育て支援センター及びつどいの

広場を設置し、子育て中の親子が地域で

気軽に集い交流できる場を確保するとと

もに専門スタッフを配置し子育ての相談が

気軽にできる体制の充実を図ります。 

子育てコンシェルジュを配置し、教育・保育

施設や地域の子育て支援事業等の情報提

供、相談、助言等を行っていきます。 

子ども福祉課 

保育課 

 

 

（2）担い手をつくる・増やす 

 

【施策の方向】 

○福祉コミュニティでは、地域で活動している様々な人が担い手であり、コミュニティそのものの構築

に重要な役割を果たしています。ボランティアの育成やボランティア活動推進のための体制整備や

活動しやすい環境づくりを進めていきます。 

 

【担い手とその役割】 

担い手 役割 

自助（本人・家族） 

ボランティア活動の重要性を理解し、参加しましょう。 

自分の持つ知識・技術を活用し、地域に貢献する役割

を認識しましょう。 

互助（地域住民・ボランティア） 

地域住民同士で日頃から声かけをし、地域活動への積

極的な参加を呼びかけましょう。 

地域の中でリーダーとなる人材の発掘・育成に努めま

しょう。 

地域で活動する団体が地域福祉に対する意識向上に

取り組みましょう。 

老人クラブやふれあい・いきいきサロン等、地域の活

動に参加しましょう。 

共助（専門家）・公助（行政） 

ボランティアの受け入れ体制での庁内関係部局及び

市社協との連携を図ります。 

防災リーダー養成講座を実施し、災害時に対応できる

人材の育成に努めます。 

コミュニティ活動に対する支援、施設の提供をします。 
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【事業一覧】 

No. 事業名 内容 主な担当課 

1 
ボランティア等の人材育成、活

動の支援 

市社協と連携して、ボランティアの人材

育成、活動支援を行っていきます。 

本市のボランティア活動の窓口は、現

在、市社協、市民活動センター、教育委員

会と３つあります。三者間の連携を強

め、ボランティアが活動しやすい環境づ

くりを進めていきます。 

企画政策課 

生涯学習課 

危機管理課 

社会福祉課 

2 民生委員・児童委員への支援等 

民生委員・児童委員は地域の相談や必要

な援助等、大きな役割を担っています。

今後も継続して、市民の多様な相談内容

に対応できるよう活動に対する支援等

を実施していきます。 

社会福祉課 

3 自主防災会への支援 

災害対応に必要な知識の習得等を目的

とし、防災リーダー養成講座を実施して

いきます。 

危機管理課 

4 老人クラブ等への支援 

老人クラブは、現在１０８団体（令和５年

（２０２３年）４月現在）が活動していま

す。地域の特性を備えた広域的な組織強

化と活動の活性化を支援していきます。 

高齢福祉課 

５ 
既存資源の活用による地域拠

点づくり 

人権ふれあいセンター、公民館等、既存

の公共施設を活用し、地域福祉の拠点と

し、様々な講座や教室等を開催していき

ます。 

人権推進課 

生涯学習課 

 

 

（３）防災への取組を推進する 

 

【施策の方向】 

○自主防災会への支援など様々な防災活動を通じて、災害時の自助・互助・共助の取組を広め、地域

での防災の取組を推進していきます。 
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第３章 第３次計画の内容 

【担い手とその役割】 

担い手 役割 

自助（本人・家族） 

一人ひとりが防災意識を持ちましょう。 

市や地域の防災訓練に参加しましょう。 

自治会へ加入し、地域活動に参加しましょう。 

互助（地域住民・ボランティア） 

近所同士、日頃から声かけや見守りをしましょう。 

災害時に支援が必要な方を把握し、隣近所でできる支

援を考えましょう。 

町内会、組単位での災害対策について話し合いましょ

う。 

避難方法や支援方法の情報を共有しましょう。 

共助（専門家）・公助（行政） 

自主防災会の育成・支援をしていきます。 

避難行動要支援者個別避難計画の作成に取り組みま

す。 

防災意識及び知識の周知・啓発を行います。 

避難場所の案内板等を含め設備を整備します。 

市社協災害ボランティアセンター設置訓練を行い、発

災時に備えます。 

 

【事業一覧】 

No. 事業名 内容 主な担当課 

1 自主防災会の育成・支援 

自主防災会が訓練を実施したとき、また

資機材等を整備したときには補助金を

支給し、継続して自主防災活動を支援し

ていきます。 

また、災害時の自主防災会の役割のひ

とつとして避難所運営があります。支援

の必要な方への意見を避難所運営に反

映するためにも、高齢者や障がいのある

人及び家族等に自主防災会への参加を

促進していきます。 

危機管理課 

2 防災に対する意識啓発 

地域サロン等へ出向き、防災に関する知

識や対策等の出前講座を行い、住民一

人ひとりの防災意識を高めます。 

また、防災リーダー養成講座や防災ボラ

ンティアの養成講座及びフォローアップ

講座を開催し、防災ボランティアの育成

に努めます。 

危機管理課 
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No. 事業名 内容 主な担当課 

3 避難行動要支援者制度の充実 

平成 23 年（2011 年）東日本大震災の

教訓から、避難行動要支援者名簿を活

用した実効性を伴う避難支援が課題と

なっています。 

本市においても「あま市避難行動要支援

者避難支援計画」により、避難行動要支

援者名簿を作成しており、地域の協力を

得ながら避難行動要支援者個別避難計

画の作成・整備等を進めていきます。 

危機管理課 

社会福祉課 

4 
災害ボランティアセンターの設

置 

災害時の災害ボランティアセンターの立

ち上げを行い、ボランティアの受け入れ

や派遣を行います。 

危機管理課 

社会福祉課 

 

 

（４）情報の共有・周知を図る 

 

【施策の方向】 

○多様な媒体を用いて福祉に関する情報発信の充実を図ります。 

 

【担い手とその役割】 

担い手 役割 

自助（本人・家族） 

広報あまや回覧板等から、自分で情報を得る努力をし

ましょう。 

最寄りの相談窓口を知るように努めましょう。 

互助（地域住民・ボランティア） 

自治会で情報を提供し、世代を超えた交流の場をつく

りましょう。 

近隣で見守りが必要な人を把握し、定期的に見守りま

しょう。 

集会やイベント等を通じて情報を提供しましょう。 

共助（専門家）・公助（行政） 

地域の関連機関や民間企業と連携していきます。 

広報あまや市公式ウェブサイト、ＳＮＳ等で情報を発信

していきます。 

相談窓口等の充実を図るとともに、市民へ周知しま

す。 

避難所の周知や避難に関する知識の普及を図ります。 
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第３章 第３次計画の内容 

 

【事業一覧】 

No. 事業名 内容 主な担当課 

1 
広報あま・市公式ウェブサイト等

での情報発信 

地域福祉に関する情報について、広報あ

まや市公式ウェブサイト、ＳＮＳ等で情報

を発信していきます。 

企画政策課 

危機管理課 

社会福祉課 

2 
福祉サービスに関する相談の充

実 

福祉サービスの利用者が、希望に沿った

サービスを選択できるように情報提供

をすることが重要となります。 

市や市社協の児童・障がい・高齢など、

さまざまな相談窓口と連携を図り、適切

な福祉サービスの利用につなげていき

ます。 

社会福祉課 

障がい福祉課 

高齢福祉課 

子ども福祉課 

 

 

（５）再犯防止の推進 

 

【施策の目的】 

○更生保護の取組について広く地域住民に周知されることにより、地域での更生保護に関する理解を

深め、みんなが安心して暮らせる地域づくりのなかで、犯罪をした人の社会復帰への支援体制を構

築し、再犯防止を推進していくことが目的です。 

 

【市民アンケート調査結果】 

○再犯防止についての市民向けアンケート結果において、過去に罪を犯した人の立ち直り支援につい

て「必要である」という回答が過半数を占めています。 
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体 n=1,118

18～29歳 n=97 

30～39歳 n=133

40～49歳 n=169

50～59歳 n=196

60～69歳 n=217

70歳以上 n=291

必要である どちらかといえば必要である どちらかといえば必要ではない

必要ではない わからない 無回答
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○一方で、再犯防止を進めるためにどのような協力ができるかについては、「わからない」が６割を占

め、「罪を犯した人の相談に乗り、助言やサポートをする」、「再犯防止に関する啓発キャンペーンやイ

ベント等に参加する」及び「再犯防止に関するボランティア活動に参加する」が各１割になっており、

多くの人が立ち直り支援は必要と感じているが、どのような協力ができるのか分からないと思って

いるのが現状です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【施策の方向】 

○保護司の活動等を通じて再犯防止の推進に対する更なる理解を地域に浸透させていく取組を推進

していきます。 

 

【事業一覧】 

No. 事業名 内容 主な担当課 

1 保護司会の活動支援 

保護司が地域を見守っている存在であ

ることを知ってもらうためにも、保護司

の活動を広報あまや市公式ウェブサイト

等で周知します。 

社会福祉課 

2 保護司適任者の確保 

全国的にも１割の保護司の人数が不足し

ており、後継者探しが難航することか

ら、保護司の活動を周知させることによ

り、人材の確保に繋げます。 

社会福祉課 

3 広報・啓発活動の推進 

社会を明るくする運動2等を通じて、再

犯防止に関する地域での理解を深めま

す。 

社会福祉課 

                                      
2 すべての国民が、犯罪や非行の防止と立ち直りについて理解を深め、それぞれの立場において力を合わせ、
犯罪のない明るい地域社会を築こうとする全国的な運動のこと。 
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第３章 第３次計画の内容 

■保護司が行っている地域活動 

活動名 内容 

社会を明るくする運動啓発活動 

ポスターやのぼり旗により周知します。 

市内商業施設等にて街頭啓発します。 

小中学生を対象に「社会を明るくする運動作文コンテスト」

を実施します。 

薬物乱用防止推進活動 
中学生を対象に薬物乱用防止講演会を開催します。 

イベント会場にて啓発します。 

学校との連携活動 
保護司と少年補導委員による市内小中学校との情報連絡会

及び中学校訪問を実施します。 

 

■地域活動の様子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 社会を明るくする運動啓発用のぼり旗          社会を明るくする運動街頭啓発 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市内中学校にて開催の薬物乱用防止講演会      市内中学校にて開催の情報連絡会 
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基本方針 ３ だれもが集うコミュニティの構築 

だれもが集うことのできるコミュニティが必要です 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）包括的な相談の支援 

 

【施策の方向】 

○福祉ニーズが複雑化・複合化する中で、子どもから大人まで世代や属性を問わず、必要な支援につ

ながる体制が必要です。様々な福祉ニーズへ幅広く対応できるよう、包括的な相談や権利擁護のた

めの支援を行っていきます。 

 

【担い手とその役割】 

担い手 役割 

自助（本人・家族） 
福祉に関して関心を持ち、自分ごととして様々な課題

について理解を深めましょう。 

互助（地域住民・ボランティア） 
支援が必要な人のニーズを把握し、関係機関につなげ

ましょう。 

共助（専門家）・公助（行政） 関係機関や庁内の連携体制の構築に取り組みます。 

 

【事業一覧】 

No. 事業名 内容 主な担当課 

1 
重層的支援体制整備事業への

準備 

新たに重層的支援体制整備事業の実施

に向けた体制構築の準備に取り組みま

す。 

社会福祉課 

２ 生活困窮者支援の充実 

生活に困っている人への早期支援と自

立促進を図るため、自立支援に関する相

談、就労支援、自立支援計画の決定、制

度間の連絡調整を継続して行っていき

ます。 

相談に出向くことができない人につい

て、積極的なアウトリーチにより、状況の

把握、相談、早期の自立支援につなげて

いきます。 

社会福祉課 

基本目標 

（１）包括的な相談の支援 

（２）多様な人が集う場づくりの

推進 
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第３章 第３次計画の内容 

No. 事業名 内容 主な担当課 

３ 子どもの貧困対策の充実 

ひとり親家庭の子どもの将来的な生活

安定として、子どもの生活・学習支援や

子ども食堂を実施していきます。 

子ども福祉課 

４ 虐待防止の取組 

高齢者や障がいのある人、子ども等に

対する虐待予防・早期対応を行うために

虐待等防止ネットワーク協議会を推進し

ていきます。 

障がい福祉課 

高齢福祉課 

子ども福祉課 

５ 権利擁護支援の推進 

高齢化や認知症高齢者の増加等を背景

として、判断能力が不十分な高齢者等に

対する支援が今後も大きな課題と考え

られます。 

現在、成年後見制度利用支援事業によ

り対応していますが、将来の支援ニーズ

の増加を見据え、権利擁護センターの設

置を進めていきます。 

今後は、権利擁護センターを含め、地域

で支える権利擁護支援の取組を進めて

いきます。 

社会福祉課 

障がい福祉課 

高齢福祉課 

６ 基幹相談支援センター設置 

幅広く障がい福祉に関する相談支援が

行えるよう、基幹相談支援センターの設

置に向けて検討します。 

障がい福祉課 

 

 

（２）多様な人が集う場づくりの推進 

 

【施策の方向】 

○世代や属性を問わず、様々な人の居場所があり、活躍できる地域共生社会の実現に向けた取組が重

要であるため、多様な人が集うことのできる場づくりを推進していきます。 

 

【担い手とその役割】 

担い手 役割 

自助（本人・家族） 
地域の活動や場づくりの取組への理解を深めましょ

う。 

互助（地域住民・ボランティア） 
地域のニーズの把握や場づくりのコーディネートを行

いましょう。 

共助（専門家）・公助（行政） 必要な社会資源の提供や活動の支援を行います。 
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【事業一覧】 

No. 事業名 内容 主な担当課 

1 
身近な地域における居場所の

提供 

身近な地域における助け合いを促すた

めに、地域で気楽に集まれる拠点の設

置、提供に向けた検討を進めていきま

す。 

認知症カフェやサロンなど、既存事業と

の連携や世代間交流を目標とした事業

を検討していきます。 

高齢福祉課 

社会福祉課 

2 学校と地域の連携推進 

地域と学校をつなぐ地域学校協働活動

推進員の配置や地域学校協働活動の担

い手となる保護者、ＰＴＡ、団体等幅広い

地域住民等の参画を得て、地域全体で

子どもたちの学びや成長を支えるとと

もに、「学校を核とした地域づくり」を目

指して、地域と学校が相互にパートナー

として連携・協働し、地域学校協働活動

を推進していきます。 

生涯学習課 

3 多文化共生社会の推進 

外国人の人権を尊重する意識の普及・啓

発の推進を図り、互いの文化を学ぶ機会

を充実させる等、在住外国人が身近な地

域において安心して暮らしやすいまちづ

くりを進めます。 

人権推進課 

4 
障がい者の地域生活支援の促

進 

障がいのある人が住み慣れた地域でい

きいきと生活するため、グループホーム

をはじめとする障がい福祉サービス事

業所の整備を支援し、施設や病院等での

暮らしから地域生活への移行を促進しま

す。 

市内の障がい者向けグループホームは

平成３０年（２０１８年）１２月の時点では

６か所でしたが、令和５年（２０２３年）４

月の時点では、１５か所となっており、今

後も支援の拡充を図ることで、障がいの

有無や種類、程度に関わらず、誰もが一

緒に参加できる環境づくりを進めてい

きます。 

障がい福祉課 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

第２部 第３次あま市社会福祉協議会 

  地域福祉活動計画（案） 

 

 

 

 

  



 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

序章 第２次あま市社会福祉協議会 

地域福祉活動計画の進捗状況 
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序章 第２次あま市社会福祉協議会地域福祉活動計画の進捗状況 

序章 第２次あま市社会福祉協議会地域福祉活動計画の
進捗状況 

１ 第２次あま市社会福祉協議会地域福祉活動計画の概要 

 

基本 

理念 
基本方針 基本目標 実施事業 

あ
ま
で
つ
く
る 

新
た
な
福
祉
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ 

１．地域福祉を理解

し、様々な交流や

活動へ参加しよ

う！ 

１．啓発活動の推進 

①福祉実践教室の推進 

②福祉出前講座の推進 

③学校と地域パートナーシップづくりの推進  

④健康福祉まつり 

２．地域のつながりづ

くりの推進  

①地域懇談会の開催 

②生活支援コーディネーターの配置 

③地域包括ケアシステムへの参画 

④ふれあい・いきいきサロン推進事業の拡充 

２．みんなで支え合

い、共生のまちづ

くりをめざそう！ 

１．見守り・支え合いの

ネットワークづくり

の推進 

①安心支え合いネットワーク事業の充実 

②サロン交流会の実施 

③配食サービスの充実 

２．支え合いのまちづ

くりの推進 

①ボランティアセンター 

②ボランティア・市民活動の推進 

③ボランティアセンター運営委員会の設置 

④生活支援体制整備協議体の運営 

⑤福祉団体の育成 

３．情報提供・相談支

援体制の充実  

①社協だよりの発行 

②ホームページでの情報提供 

③SNS の活用  

④あまのわの共同開催 

⑤地域包括支援センター  

⑥障害相談支援 

⑦総合相談支援員の配置及び総合相談支援体制の確立 

３．住み慣れた地域で

安心して暮らせる

まちをつくろう！ 

１．移動手段の確保 
①移動援助サービス事業 

②車いす専用車貸出事業 

２．福祉サービス・権

利擁護等の充実 

①介護保険サービス事業 

②障害福祉サービス事業 

③地域福祉サービス事業 

④貸付事業 

⑤権利擁護の推進 

⑥こころの健康づくり 

３．防災の推進 

①自主防災会等との連携 

②講演会・養成講座等の開催 

③支援団体との連携、災害備品の確保 

④災害救援ボランティアセンターの設置 

４．さらなる地域福祉

推進のため、社協

の体制を強化しま

す！ 

１．法人の運営強化 

①会員募集 

②支出の抑制 

③職員体制の強化 

④利用者の利益保護 
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２ 第２次あま市社会福祉協議会地域福祉活動計画の取組 

 

あま市社会福祉協議会（以下「市社協」といいます。）では、市の地域福祉の基本理念・基本方針に

沿って４つの基本方針を掲げ、地域の交流や活動の活発化に向けた取組やボランティア育成の体制

づくり、住み慣れた地域で暮らすための支援充実に取り組んできました。 

 

基本方針１  地域福祉を理解し、様々な交流や活動へ参加しよう！ 

 

福祉出前講座などの啓発活動の推進、ふれあい・いきいきサロンの拡充などの地域づくりに取り組

んできました。しかしコロナ禍によるイベントの中止やサロンの減少により、身近な地域でのつながり

づくりや様々な場所での啓発が実施できていない状況にありました。今後は、地域集団を基盤とした

ネットワークの強化に努めます。 

 

 

基本方針２  みんなで支え合い、共生のまちづくりをめざそう！ 

 

情報提供のための社協だよりでの周知やホームページでの情報提供、SNSの活用は進んでおり、周

知の効果がみられます。ボランティアによる支え合いのネットワークづくりの取組やボランティアの養

成はコロナ禍により十分に実施できておらず、ボランティアコーディネーターによる多機関連携が図れ

ていない状況にあります。今後は引き続きボランティアの育成やボランティアの総合的なコーディネー

トに取り組む他、生活支援コーディネーター・コミュニティソーシャルワーカーによる必要な支援やサー

ビスにつなぐ取組が必要です。 

 

 

基本方針３  住み慣れた地域で安心して暮らせるまちをつくろう！ 

 

移動手段の確保や各種福祉サービスの充実、防災の事業を実施してきました。移動援助サービス事

業では、運転ボランティアの養成により稼働状況の改善につながりました。権利擁護の推進では、成年

後見制度利用促進における中核機関の一員として、令和５年７月から法人後見業務を実施しています。 

防災の推進については、自主防災会と効果的な連携ができていないため、区長と調整を図り取り組

む必要があります。 

 

 

基本方針４  さらなる地域福祉推進のため社協の体制を強化します！ 

 

職員体制の強化は、人事評価制度の導入や職員が積極的に資質向上できる体制整備を行っていま

す。支出の抑制においては、専門職（公認会計士）による予算の執行管理をはじめ、内容の適否につい

ても確認を行っています。苦情解決規定において、利用者の利益保護に努めました。引き続き地域の

福祉サービス事業の充実のために会員募集などの体制の強化に努めます。 



 

 

 

 

 

 

 

 

第１章 第３次活動計画策定に当たって 
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第１章 第３次活動計画策定に当たって 

第１章 第３次活動計画策定に当たって 
 

１ 社会福祉協議会の概要 

 

社会福祉協議会（以下「社協」といいます。）は、社会福祉法第１０９条に基づいて、地域の方々や福

祉、保健、医療の関係者、ボランティア、行政機関の協力を得ながら、誰もが安心して暮らせる「福祉の

まち」の実現を目指して活動する民間の社会福祉団体です。社協では、住民の皆様からお寄せいただ

いた会費や寄附金、赤い羽根共同募金の配分金、補助金によって支えられ社会福祉事業等を実施して

います。 

 

２ 地域福祉活動計画の策定 

 

市社協では、平成３１年（２０１９年）３月に、平成３１年度（２０１９年度）から令和５年度（２０２３年度）

までの５年間を期間とする「第２次あま市社会福祉協議会地域福祉活動計画」を市の「第２次あま市地

域福祉計画」と一体的に策定し、地域に密着した施策、事業を展開してきました。 

また、第２次計画の基本理念・基本方針に沿って４つの基本方針を掲げ、地域の交流や活動の活発

化の取組やボランティア育成の体制づくり、住み慣れた地域で暮らすための支援充実に取り組んでき

ました。 

令和５年度（2023年度）に、第２次計画と同様に、第２次あま市社会福祉協議会地域福祉活動計画

も見直しの時期を迎え、今まで実施してきた事業の評価や地域福祉の団体等のヒアリングで住民の意

見収集を行い、地域の福祉課題を踏まえた第３次地域福祉活動計画を策定します。 

策定に当たっては、第３次計画と第３次あま市社会福祉協議会地域福祉活動計画（以下「第３次活動

計画」といいます。）は地域福祉を推進する“車の両輪”として機能するように、十分に連携を図りなが

ら策定します。 

 

 

≪第３次計画と第３次活動計画の関係図≫ 

 

 

  

地域福祉計画 

（あま市） 

 

地域福祉推進の 

理念・方針 

 

地域福祉活動計画 

（あま市社協） 

 

具体的な 

取組や事業 

連携・協働 
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３ 地域福祉活動計画の基本的な考え方 

 

市社協では、「地域福祉」を市と同様に「地域のみんなが安心して暮らせるために、地域のみんなで

福祉課題の解決に取り組むこと」と定義します。 

地域福祉の推進に当たって、市社協が中心的な役割を担い、地域住民、社会福祉に関する活動を行

う者（個人・グループ・団体等）、社会福祉を目的とする事業（福祉サービス提供等）を経営する者及び

行政機関等と協力し、福祉のまちづくりを進めるための行動計画が「地域福祉活動計画」です。 

 

 

地域福祉推進の輪（再掲） 
自助・互助・共助・公助が一体的になって地域福祉を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

共 助 
（担い手：専門家） 

社会保障制度による医療・

介護サービス等の提供 

自 助 
（担い手：本人・家族） 

介護予防や生きがいづくり

など自分でする取組 

公 助 
（担い手：行政） 

様々な公的サービス等の 

行政による支援 

連携 連携 

互 助 
       

近隣住民やボランティア

団体による見守り活動等

の助け合い 

連携 

（担い手：地域住民・ボランティア） 
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第１章 第３次活動計画策定に当たって 

４ 計画の位置づけ 

 

社協は社会福祉法第１０９条の中で地域福祉の推進を図る団体として位置づけられています。地域

福祉活動計画は、地域福祉実施の実効性を高めるため、地域福祉計画と一体的に策定します。 

 

 

５ 計画の期間 

 

第３次活動計画は、第３次計画と同様に令和６年度（２０２４年度）から令和１０年度（２０２８年度）ま

での５か年の計画です。本市を取り巻く社会情勢や地域の状況が大きく変化した場合には、見直しを

行うこととします。 

 

■計画期間 

令和 
４年度 
(2022) 

令和 
５年度 
(2023) 

令和 
６年度 
(2024) 

令和 
７年度 
(2025) 

令和 
８年度 
(2026) 

令和 
９年度 
(2027) 

令和 
10 年度 
(2028) 

令和 
11 年度 
(2029) 

令和 
12 年度 
(2030) 

 

 

      

 

 

６ 計画の策定体制 

 

（１）推進委員会の設置 

保健・医療関係代表者、社会福祉関係代表者、高齢福祉関係代表者、児童福祉関係代表者、教育関

係代表者、学識経験者等で構成される「あま市社会福祉協議会地域福祉活動計画推進委員会」を設置

し、本計画において協議を行いました。 

 

（２）市民アンケート調査・団体アンケート調査の実施 

市と共同で、市民の意見や要望等を聞くことを目的とした「あま市地域福祉に関するアンケート調査」

及び、ボランティア、ＮＰＯ、関係福祉団体等から、地域に対する意識や今後の地域福祉に対する考え

方等を聞くことを目的とした「団体アンケート調査」を実施しました。 

 

第２次活動計画 

見直し 第３次活動計画 

第４次活動計画 見直し 





 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 第３次活動計画の基本的な考え方 
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第２章 第３次活動計画の基本的な考え方 

第２章 第３次活動計画の基本的な考え方 
 

１ 基本理念 

 

市社協では、計画の基本理念を市の地域福祉計画と共有し、「みんなでつくり みんなが集う あま

の福祉コミュニティ」とします。この基本理念に基づいて、4つの基本的な方針を定め、各分野の施策

を展開していきます。 

 

 

 

 

 

２ 基本方針 

 

市の基本理念、基本方針に沿って、市社協の４つの基本方針を定め、関連する分野別の基本目標を

設定します。 

 

■地域福祉計画と地域福祉活動計画の基本理念・基本方針関連図 

【基本理念】 

みんなでつくり みんなが集う あまの福祉コミュニティ 

第３次計画 

（あま市） 

 第３次活動計画 

（あま市社協） 

基本方針 対応 基本方針 

１．地域コミュニティの再構築 

これからの地域コミュニティを構築していき

ます 

 1 地域福祉を理解し、様々な交流

や地域づくりの活動を推進しま

す 

２．福祉コミュニティの充実  

みんなが安心して暮らせる地域をつくりまし

ょう 

 
2 みんなで支え合う、安心して暮

らせるまちをめざします 

３．だれもが集うコミュニティの構築 

だれもが集うことのできるコミュニティが必

要です 

 
３ だれもが集って参加できる活動

を支援します 

 

 
4 さらなる地域福祉推進のため、 

社協の体制を強化します 

みんなでつくり みんなが集う 

あまの福祉コミュニティ 
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身近な地域での活動に関心を持つことや知ることは、地域で生じる課題を地域住民の支え合いによ

り解決するつながりの場である「地域コミュニティ」づくりの一歩につながります。新たな福祉の課題

を知って頂くためには、啓発活動や出前講座を行う他、様々な主体との連携づくりによる理解促進の

活動が重要になります。交流や活動を活発化し、地域コミュニティのさらなる構築に寄与する施策を展

開していきます。 

 

 

 

 

支え合う共生のまちをつくるためには、地域活動の担い手となるボランティアの育成と活動のコー

ディネートが必要です。また安心して暮らせるまちづくりには、より充実した福祉サービス事業の提供

が求められます。こうした取組を充実させていくことが、市全体におよぶ包括的な連携支援によって

福祉課題を解決していく仕組みの「福祉コミュニティ」のさらなる充実に貢献します。市社協では今後

もボランティアの育成に取り組む他、総合相談支援体制づくりや、包括的な福祉コミュニティ充実のた

めの取組を推進します。 

 

 

 

 

公的サービスでは対応が難しい課題を顕在化し、重層的な支援体制を構築していくことや、子ども

から高齢者まで、また多世代が交流する場づくりなど制度の垣根を越えて全ての人が対象になる支援

体制やコミュニティが必要とされています。市社協では、生活支援コーディネーター・ボランティアコー

ディネ―ター・コミュニティソーシャルワーカーによる地域資源の把握やコーディネート及び多様な団

体との連携に努め、だれもが集うことのできるコミュニティの構築に向けて取り組んでいきます。 

 

 

 

 

市社協は、今後もあま市や地域と連携して地域福祉を推進していくために、地域住民やボランティ

アの方、また会員の協力を得ながら、事業の充実と体制の強化に努めていきます。また、運営体制の強

化として、職員の質の向上のための研修や有資格者の職員の適正な配置を行い、会員募集や支出の

抑制に引き続き取り組みます。 

 
 

  

１ 地域福祉を理解し、様々な交流や地域づくりを推進します 

２ みんなで支え合う、安心して暮らせるまちをめざします 

3 だれもが集って参加できる活動を支援します 

 

４ さらなる地域福祉推進のため、社協の体制を強化します 
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第２章 第３次活動計画の基本的な考え方 

３ 計画の体系 

 

計画の体系は、市社協の４つの基本方針に沿って分野別の基本目標を設定した体系とします。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

み
ん
な
で
つ
く
り 

み
ん
な
が
集
う 

あ
ま
の
福
祉
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ 

基本理念 基本方針 基本目標 

１ 地域福祉を理解し、様々な

交流や地域づくりの活動を

推進します 

 

 

（１）啓発活動の推進 

（２）地域のつながりづくりの推進 

２ みんなで支え合う、安心して

暮らせるまちをめざします 

 

 

 

３ だれもが集って参加できる

活動を支援します 

 

 

４ さらなる地域福祉推進のた

め、社協の体制を強化しま

す 

 

 

（１）見守り・支え合いネットワークづ

くりの推進 

（２）支え合いのまちづくりの推進 

（３）情報提供・相談支援体制の充実 

（５）移動手段の確保 

（４）福祉サービス・権利擁護等の充実 

（６）防災の推進 

（１）イベント参加 

（２）憩いの場 

（３）子どもへの支援 

（１）法人の運営強化 





 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 第３次活動計画の内容 
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第３章 第３次活動計画の内容 

第３章 第３次活動計画の内容 
 

１ 計画の内容（施策の方向） 

 

基本方針 １ 地域福祉を理解し、様々な交流や地域づくりの活動を推進します 

 

 

 

 

 

 

 

（１）啓発活動の推進 

地域福祉に関して、住民の理解を深めるための啓発活動の推進は、地域への理解を深め、連携を進

めていくうえで重要な活動です。今後も、イベントや出前講座を通じて地域の高齢者や障がい者等の

現状について周知していきます。また、他市町村社協の参考となる活動事例を取り入れる等、実施内

容の工夫を行っていきます。 

 

（２）地域のつながりづくりの推進 

地域のつながりづくりを進めるためには、地域の中での課題やニーズを把握し、情報交換や課題解

決のためのコーディネートが重要となります。市社協では、関係者のネットワーク化の推進、地域のニ

ーズ把握など、生活支援コーディネーター・ボランティアコーディネーター・コミュニティソーシャルワー

カーが連携し、住民主体による支え合いの体制づくりを進めていきます。 

 

 

 

  

基本目標 

（１）啓発活動の推進 

（２）地域のつながりづくりの推進 
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基本方針 ２ みんなで支え合う、安心して暮らせるまちをめざします 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）見守り・支え合いネットワークづくりの推進 

見守りや支え合いは、住み慣れた地域で安心して暮らすためには必要な支援です。市社協では、支

え合いネットワーク事業を展開し、見守りが必要な人に対して支援するボランティア養成やボランティ

アの実施など、着実に事業を実施しています。 

 

（２）支え合いのまちづくりの推進 

地域での日常の交流は、支え合い活動の基盤となります。日頃から近所の人との声のかけあいや、

地域で行われるお祭り等の行事など、地域住民同士のつながりが持つ様々な「効果」を発信し、情報共

有することで、住民の意思向上に努めていきます。 

また、みんなで支え合う共生のまちとなるためには、地域活動の担い手になるボランティアの育成

と市民の誰もがボランティア活動に参加しやすい環境づくりが重要となります。そのため、ボランティ

アの養成講座等を開催し、実際のボランティア活動につなげるコーディネートの機能強化を進めてい

きます。 

 

（３）情報提供・相談支援体制の充実 

地域福祉を推進するに当たって、「社協」の存在や活動そのものを知っていただくことが重要となり

ます。情報の提供は社協だより、ホームページ、各種イベントを通じて周知していくとともに、SNS を

積極的に活用し、幅広く市民に対して周知を行います。生活における不安や問題の解消のため、身近

な相談体制の充実が課題となります。社協は各種相談事業（心配ごと相談、法律相談、司法書士による

相続・登記相談）を実施しており、今後も心配ごとや悩みごとなどを気軽に相談できるような相談体制

の充実を図っていきます。 

 

（４）福祉サービス・権利擁護等の充実 

市社協は住み慣れた地域で安心して暮らすことができるように各種福祉サービスを提供しています。

今後も利用者ニーズに応え、利用者主体の支援ができるよう職員の資質向上、サービス提供体制の充

実を図っていきます。 

基本目標 

（１）見守り・支え合いネットワークづくりの推進 

（２）支え合いのまちづくりの推進 

（３）情報提供・相談支援体制の充実 

（５）移動手段の確保 

（４）福祉サービス・権利擁護等の充実 

（６）防災の推進 
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第３章 第３次活動計画の内容 

認知症高齢者や知的障がい等のある人に対する権利擁護の事業として、日常生活自立支援事業・法

人後見業務を実施していますが、高齢化、認知症患者の増加等から、利用者の増加が考えられるため、

今後も支援体制の充実と利用促進を図ります。また、成年後見制度利用促進に当たって、地域の権利

擁護の体制づくりを進めていきます。 

 

（５）移動手段の確保 

移動手段の確保は高齢者や障がいのある方などの地域生活を支えるうえで重要であり、ニーズが

高まっています。移動援助サービス事業については運転ボランティア等の育成、確保等実施体制の整

備を引き続き進めていきます。 

 

（６）防災の推進 

市社協は災害時に災害ボランティアセンターを設置し、災害ボランティアの受け皿となります。災害

ボランティアセンターの運営に関しては、市や自主防災会など関係機関との連携が必要であるため、

防災訓練などの協力体制を今後も築いていきます。また親子防災体験事業を通じて、防災に関する知

識を身につける意識を高める活動を行います。 
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基本方針 ３ だれもが集って参加できる活動を支援します 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）イベント参加 

あまのわ、あまつり、西尾張ブロックボランティアフェスティバル、各区イベント等を通じてあらゆる

世代の市民の参加できる活動づくりを行います。 

 

（２）憩いの場 

ふれあい・いきいきサロンは高齢者や子育て世代等が社会参加、健康づくり、生きがいづくりの活動

です。このサロン活動の運営など支援していきます。ふれあい・いきいきサロンの増加を図り、全世代、

地域住民全ての方が参加できるよう検討していきます。 

 

（３）子どもへの支援 

小学校入学児童への祝品事業等で、子どもへの支援をしたり、ひとり親世帯等を支援するため、ひ

とり親世帯等の中学校へ入学する生徒を対象として中学校入学生徒祝品事業等を行います。また、子

ども食堂やフードパントリー等の活動支援を行い、生活に困窮している子育て世帯への支援をします。 

 

基本方針 ４ さらなる地域福祉推進のため、社協の体制を強化します 

 

 

 

 

 

 

 

（１）法人の運営強化 

市社協は今後も地域福祉の推進役として事業を継続的に発展させていく役割があります。運営体制

の強化として、住民や法人に対して、社協事業の成果のフィードバック等を常に行い、社協活動への必

要性の理解を得て、会員の増加につなげます。また職員の質の向上のための人材育成など職員体制の

強化をしていきます。また業務の合理化・効率化、経費削減を行い、支出の抑制に取り組みます。 

  

基本目標 

（１）イベント参加 

（２）憩いの場 

（３）子どもへの支援 

（１）法人の運営強化 基本目標 
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第３章 第３次活動計画の内容 

２ 事業一覧 

地域福祉課 

 

 

 

 

 

事業名 福祉教育・福祉協力校事業 

基本方針 １． 地域福祉を理解し、様々な交流や地域づくりの活動を推進します 

基本目標 １-（１） 啓発活動の推進 

内容 

 市内の小学校・中学校・高等学校を社会福祉協力校として指定し、手話・点字・車いす・
要約筆記・ガイドヘルプ等の福祉体験（福祉実践教室）を行い、各学校の福祉に関する
取組を支援していきます。 

 市内の小学校・中学校・高等学校に対して福祉実践教室についての相談支援を行いま
す。また、福祉について等の講座開催を推奨していきます。 

 市内小・中学校の既存の授業の中で、地域へ赴く課外授業がないかリサーチを行い、
既存の課外授業を活かしながら、児童・生徒自身が住んでいる地域について再認識す
る機会や地域防災の意識を高められる関係性の構築を進めます。 

 高等学校・大学の地域連携センターを活かして自治会やコミュニティへ働きかけ継続
的に学生が地域づくりに参画できる仕組みづくりを構築します。 

事業名 ふれあい・いきいきサロン支援事業 

基本方針 
１． 地域福祉を理解し、様々な交流や地域づくりの活動を推進します 

３． だれもが集って参加できる活動を支援します 

基本目標 
１-（２） 地域のつながりづくりの推進 

３-（２） 憩いの場 

内容 

 ふれあい・いきいきサロンは高齢者や子育て世代等が社会参加、健康づくり、生きが
いづくり、閉じこもり防止等を目的に参加者とボランティアが一緒になって企画・運営
している自主的なサロン活動です。このサロン活動の運営など支援していきます。 

 ふれあい・いきいきサロンの増加を図り、全世代、地域住民全ての方が参加できるよ
う検討していきます。 

 サロンを運営しているスタッフの方を対象に、サロン活動や運営などに関する情報交
換や交流を目的としたサロン交流会を実施していきます。 

 サロン活動が活発な他市町村のサロンスタッフとの情報交換や交流を目的とした他
市町村への視察研修についても実施を検討していきます。 

事業名 安心支え合いネットワーク事業 

基本方針 ２． みんなで支え合う、安心して暮らせるまちをめざします 

基本目標 ２-（１） 見守り・支え合いネットワークづくりの推進 

内容 
 市内に居住する 65 歳以上の単身世帯、高齢者世帯を対象に「見守り、声かけ、お助
け（ゴミ出し、買い物支援）、安心電話」を実施するボランティアの活動です。 
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事業名 配食サービス事業 

基本方針 ２． みんなで支え合う、安心して暮らせるまちをめざします 

基本目標 
２-（１） 見守り・支え合いネットワークづくりの推進 

２-（４） 福祉サービス・権利擁護等の充実 

内容 

 市内に居住する概ね 65 歳以上の単身世帯、高齢者世帯、又は身体障がい者であっ
て、食事を作ることが困難な方を対象に配食サービスを実施し、合わせて安否確認を
行います。 

事業名 ボランティアセンター 

基本方針 
２． みんなで支え合う、安心して暮らせるまちをめざします 

３． だれもが集って参加できる活動を支援します 

基本目標 

２-（２） 支え合いのまちづくりの推進 

３-（１） イベント参加 

３-(3) 子どもへの支援 

内容 

 ボランティア情報をホームページ、社協だより等を活用し情報発信・活動紹介をしてい
くことによりボランティアセンターへの相談件数の増加を目指します。 

 ボランティア活動の紹介（あまのわ等）によりボランティア希望、資材や費用に対する
支援のマッチングの強化を図ります。 

 各種養成講座を行います。（手話奉仕員養成講座等） 

 ボランティアセンター、市民活動センターと生涯学習課と登録団体について共有を図
り、市民がより分かりやすく、ボランティア活動や依頼等の相談ができるように３者間
の協議を進めます。 

 市民活動センターとコラボレーションしたボランティア養成講座を行います。 

 ボランティアセンター運営委員会では、ボランティアセンターの活動実績の報告をも
とにセンター活性化のための協議を行うとともにあま市内のボランティア、市民活動
団体の情報共有を図ります。また、有識者の意見を取入れながら新たな取組みを模索
します。 

 あまのわを、あま市市民活動祭とあま市社会福祉協議会ボランティアフェスティバル
の共同開催とし、企画政策課、市民活動センターと連携してあま市の市民団体及びボ
ランティア団体の活動を紹介し、広く市民へ啓発が行えるイベントへ成長させていき
ます。 

 子ども食堂やフードパントリー等の活動支援を行います。 
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第３章 第３次活動計画の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業名 福祉団体の育成 

基本方針 ２． みんなで支え合う、安心して暮らせるまちをめざします 

基本目標 ２-（２） 支え合いのまちづくりの推進 

内容 

 各福祉団体に対して支援を行い、活動の強化及び向上を図ります。 

【団体名】 

〇市老人クラブ連合会 〇市身体障害者福祉協会 〇市母子寡婦福祉会 

〇市子ども会連絡協議会 〇市心身障害児者保護者会 〇市遺族連合会 

事業名 寝具洗濯乾燥消毒サービス事業 

基本方針 ２． みんなで支え合う、安心して暮らせるまちをめざします 

基本目標 ２-（４） 福祉サービス・権利擁護等の充実 

内容 

 市内に居住する概ね 65歳以上の単身世帯、高齢者世帯、又は身体障がい者であっ
て、老衰、心身の障がい及び傷病等の理由により、寝具類の衛生管理が困難な方を対
象に、寝具の洗濯乾燥消毒サービスを実施します。 

事業名 日常生活自立支援事業 

基本方針 ２． みんなで支え合う、安心して暮らせるまちをめざします 

基本目標 ２-（４） 福祉サービス・権利擁護等の充実 

内容 

 日常生活に不安を抱える認知症高齢者・知的障がい者・精神障がい者の方に対して専
門員及び生活支援員が、福祉サービスを利用する支援を行います。愛知県社会福祉協
議会と連携して、円滑に自立支援サービスを提供します。 

〇福祉サービスの利用援助 〇日常的な金銭管理サービス 

〇書類等の預かりサービス 

事業名 成年後見制度の普及啓発と法人後見等の充実 

基本方針 ２． みんなで支え合う、安心して暮らせるまちをめざします 

基本目標 ２-（４） 福祉サービス・権利擁護等の充実 

内容 

 権利擁護センターと連携・協働し、広報機能、相談機能、利用促進機能の充実に努めま
す。 

 法人として後見人等を受任し、法人後見活動を実施します。 

 法人後見支援員及び市民後見人の担い手確保について検討・実施していきます。 

 任意後見制度を含む見守りサービスの実施を検討していきします。 
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事業名 各種相談事業の実施 

基本方針 ２． みんなで支え合う、安心して暮らせるまちをめざします 

基本目標 ２-（４） 福祉サービス・権利擁護等の充実 

内容  心配ごと相談、法律相談、司法書士による相続・登記相談を行っています。 

事業名 貸付事業 

基本方針 ２． みんなで支え合う、安心して暮らせるまちをめざします 

基本目標 ２-（４） 福祉サービス・権利擁護等の充実 

内容 

 生活福祉資金貸付制度：愛知県社会福祉協議会と連携し、低所得者、障がい者、高齢
者に対して、資金の貸付と必要な相談を行います。借入の背景にある世帯の生活課題
を把握し、その解決に向け民生委員及び自立支援機関等の関係機関と連携し、借入相
談者や借受世帯の生活再建の支援をします。 

 くらし資金貸付制度：生活の不安定な低所得世帯に対して、日々の暮らしの維持に必
要なつなぎ資金及び不時の支出のために必要とする小口資金を貸し付け、その生活
を保全し経済的自立を助長します。 

 市つなぎ資金貸付制度：市内に居住する生活保護申請者及び被保護者に対して保護
費支給までに必要なつなぎ資金及び不時の出費のために必要とする小口資金を貸し
付け、その生活を保全し経済的自立を助長します。 

事業名 車いす専用車貸出事業 

基本方針 ２． みんなで支え合う、安心して暮らせるまちをめざします 

基本目標 ２-（５） 移動手段の確保 

内容 
 市内に居住する車いす利用の障がい者及び高齢者の方で、車両を運転する方を確
保できる方に車いす専用車の貸出をします。 

事業名 移動援助サービス事業 

基本方針 ２． みんなで支え合う、安心して暮らせるまちをめざします 

基本目標 ２-（５） 移動手段の確保 

内容 

 市内に居住する概ね 75歳以上の単身世帯、高齢者世帯であって単独での外出が困
難であり、家族や親族の移動援助協力等を得ることができない方を対象に、家族等の
介助者の添乗のもと、運転ボランティアによる移動援助サービスを実施しています。 

 高齢化により、移動支援のニーズも高まっており、今後も運転ボランティアを育成・確
保する等実施体制の整備に取り組んでいきます。 
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第３章 第３次活動計画の内容 

 

 

 

  

事業名 車いす貸出事業 

基本方針 ２． みんなで支え合う、安心して暮らせるまちをめざします 

基本目標 ２-（５） 移動手段の確保 

内容 
 市内に居住する他制度を利用できない方で、疾病・外泊等により車いすを必要とする
方に車いすを貸出し、日常生活の便宜や社会参加の促進と福祉の向上を図ります。 

事業名 防災・災害対策の推進 

基本方針 ２． みんなで支え合う、安心して暮らせるまちをめざします 

基本目標 ２-（６） 防災の推進 

内容 

 災害時に備え、市総合防災訓練の中で職員向けに災害ボランティアセンターの立ち上
げ訓練を、市民には防災や被災時などの対応について啓発します。 

 地域の自主防災会と連携し、災害訓練の支援と合わせて災害ボランティアセンターの
啓発に努めます。 

 防災ボランティアコーディネーター養成講座を海部地方７市町村防災関係機関（行政・
社協等）で共同実施しています。また、地域福祉課担当職員のみではなく他部課の職
員の参加について促していきます。 

 市危機管理課と積極的な情報交換を行うことによって、今まで単独で行っていた防
災事業について両者で事業を行うことにより、互いの強みを活かした事業を展開して
いきます。 

 県社協が運用するクラウド型業務改善プラットホームを利用し広域における社協間で
災害備品の管理を行います。 

 平時から防災ボランティアに限らず、災害ボランティアセンターへの協力について働
きかけを行います。 

 災害時に災害ボランティアセンターが機能するよう、海部圏域で行われる研修や他市
町村社協との合同訓練を行います。また、研修等に地域福祉課職員の参加のみでは
なく、他課の職員も積極的な参加、訓練を行っていきます。 

 小・中学生及びその保護者で、あま市内在住・在勤の方を対象に、防災に関する知識
を身につけ意識を高めるとともに、体験を通して参加者相互の交流を深めることを目
的に実施します。 

事業名 小・中学校入学児童・生徒への祝品事業 

基本方針 ３． 誰もが集って参加できる活動を支援します 

基本目標 ３-（３） 子どもへの支援 

内容 

 小学校入学祝品贈呈事業として、市内における小学校へ入学する児童を対象に、学校
生活において必要な文房具類を祝品として支給します。 

 中学校入学生徒祝品贈呈事業として、ひとり親世帯等を支援するため、市内外におけ
る中学校へ入学するひとり親世帯等を対象に図書カードを祝品として支給します。 
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介護支援課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業名 地域包括支援センター事業 

基本方針 
１． 地域福祉を理解し、様々な交流や地域づくりの活動を推進します 

２． みんなで支え合う、安心して暮らせるまちをめざします 

基本目標 
１-（２） 地域のつながりづくりの推進 

２-（３） 情報提供・相談支援体制の充実 

内容 

 地域包括支援センターは、高齢者やその家族が住み慣れた地域でいつまでも安心し
て生活していけるよう、保健師・社会福祉士・主任介護支援専門員等の専門職が日常
の様々な相談を受け、介護・福祉・保健・医療サービスの関係機関と連携を図りなが
ら、総合的な支援を行います。社協の本支所にて３職種（保健師・社会福祉士・主任介
護支援専門員）を配置し、総合相談支援業務や介護予防ケアマネジメント業務などを
実施しています。 

 市の目指す「地域包括ケアシステム」を深化・推進するため、地域に密着した相談支援
や地域連携を強化していきます。 

 地域で暮らす高齢者やその家族に対する様々な悩みなどに対しワンストップの相談
窓口として総合的な支援をしていきます。 

 生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）を配置し、高齢者の生活支援等サ
ービスの体制整備を推進していくことを目的に生活支援の担い手の養成や関係者の
ネットワーク化の推進、地域の支援のニーズの把握など取り組んでいきます。 

 住民主体による支え合い体制づくりの啓発活動を実施していきます。 

 生活支援体制の整備に向け、多様な主体間の情報の共有、連携及び協働による資源
開発等を推進するための話し合いの場を運営していきます。 

事業名 居宅介護支援事業 

基本方針 ２． みんなで支え合う、安心して暮らせるまちをめざします 

基本目標 ２-（４） 福祉サービス・権利擁護等の充実 

内容 

 要介護認定者等が可能な限りその居宅において自立した日常生活を送ることができ
るよう、介護支援専門員（ケアマネジャー）が、利用者の心身の状況や置かれている環
境等に応じた介護サービスを利用するためのケアプランを作成し、そのプランに基づ
いて適切なサービスが提供されるよう、定期的にモニタリングを行い、適宜、事業者
や関係機関との連絡・調整を行います。 

 介護予防・日常生活支援総合事業を実施します。 

 職員のスキルアップを図り、支援体制を整えます。 

 社会資源の情報を積極的に取り入れ、利用者、家族に情報提供を行っていきます。 
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第３章 第３次活動計画の内容 

 

  

事業名 訪問介護事業 

基本方針 ２． みんなで支え合う、安心して暮らせるまちをめざします 

基本目標 ２-（４） 福祉サービス・権利擁護等の充実 

内容 

〇訪問介護（介護保険サービス） 

 要介護認定者等が可能な限りその居宅において自立した日常生活を送ることができ
るよう、訪問介護員（ホームヘルパー）が利用者の居宅を訪問し、入浴・排泄・食事の介
護その他の生活全般にわたる援助を行います。 

 介護予防・日常生活支援総合事業の実施 

 質の高いサービス提供ができるように、定例勉強会の開催等業務体制を整備してい
きます。 

〇訪問介護（障害福祉サービス） 

●居宅介護 

 障がいにより介護を必要とする方に、居宅において、入浴、排泄及び食事等の介護、
調理、洗濯及び掃除等の家事並びに生活等に関する相談及び助言、その他の生活全
般にわたる援助を行います。 

 質の高いサービス提供ができるように、定例勉強会の開催等業務体制を整備してい
きます。 

●重度訪問介護 

 重度の肢体不自由者で常に介護を必要とする方に、居宅において、入浴、排泄及び食
事等の介護、調理、洗濯及び掃除等の家事並びに生活等に関する相談及び助言、その
他の生活全般にわたる援助並びに外出時における移動中の介護を総合的に行いま
す。 

 質の高いサービス提供ができるように、定例勉強会の開催等業務体制を整備してい
きます。 

●同行援護 

 視覚障がいにより、移動に著しい困難を有する障がい者等につき、外出時において、
当該障がい者等に同行し、移動に必要な情報を提供するとともに、移動の援護、排泄
及び食事等の介護、その他の当該障がい者等が外出する際に必要な援助を行いま
す。 

 質の高いサービス提供ができるように、定例勉強会の開催等業務体制を整備してい
きます。 

●移動支援 

 市が実施する地域生活支援事業において、地域における障がい者等の自立生活及び
社会参加の促進を目的として、屋外での移動が困難な障がい者等に、ヘルパー等が外
出のための支援を行います。 

 質の高いサービス提供ができるように、定例勉強会の開催等業務体制を整備してい
きます。 
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障害福祉課 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業名 障害相談支援事業 

基本方針 ２． みんなで支え合う、安心して暮らせるまちをめざします 

基本目標 
２-（３） 情報提供・相談支援体制の充実 

２-（４） 福祉サービス・権利擁護等の充実 

内容 

 市からの委託により、障がい児者総合相談窓口として、ご本人及びそのご家族等の自
立や社会参加の促進を図ることを目的とし、市町村が実施する地域生活支援事業の
中の相談支援事業を実施します。 

 障がいのある方々の生活に関する様々な課題や将来の暮らしに関することなどにつ
いて、障がい者やご家族等からの相談に対応します。障がい福祉サービスを利用す
る、しないに関わらず、相談事項に応じて必要な情報の提供やアドバイスを行うととも
に、市や障がい福祉サービス事業者との連絡調整等を行います。 

 あま市・大治町障がい者支援協議会への参加・運営への協力を行います。 
個別支援の検討による地域課題の抽出や、相談支援体制を強化するための人材育
成、障がい者の虐待防止・権利擁護等の課題等、様々な取り組みや検討への積極的な
参加及び協働を行います。 

 指定特定相談支援事業、指定障害児相談支援事業として、身体・知的・精神・難病の方
や児童等で障がいがある方を対象とし、日常生活での困りごとやご本人やご家族の
ニーズに合わせた各種制度・サービスの説明や提案を行い、必要なサービスについて
ご一緒に計画を作ります。また、サービス提供可能な事業所やその特色に関する情報
提供、サービス利用に必要な手続きなどの支援、事業所との連絡調整などを行う等相
談支援を行います。 
〇福祉サービスの利用援助及びサービス等利用計画の作成 

〇社会資源を活用するための支援 〇社会生活力を高めるための支援 

〇生活の継続に必要な直接的な支援 〇専門機関との連携・紹介 

〇あま市・大治町障がい者支援協議会への協力 

○相談支援専門員間での情報共有、相談支援の充実 

事業名 生活介護事業 

基本方針 ２． みんなで支え合う、安心して暮らせるまちをめざします 

基本目標 ２-（４） 福祉サービス・権利擁護等の充実 

内容 

 常時介護等を必要とする知的障がいの方が安定した生活を営めるように、地域交流、
月間行事（社会見学・音楽療法・創作活動）、日常生活訓練を中心としたプログラムを
提供し、介護や日常生活上の支援を行います。 

 質の高いサービス提供ができるように、職員研修等の充実を図り、業務体制を整備し
ていきます。 

【事業所】 くすのきの家（西館） 
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第３章 第３次活動計画の内容 

 

 

 

  

事業名 就労継続支援 B型事業 

基本方針 ２． みんなで支え合う、安心して暮らせるまちをめざします 

基本目標 ２-（４） 福祉サービス・権利擁護等の充実 

内容 

 知的障がいの方の生産活動及び生活指導等の支援を行います。また、楽しみや喜び
を共有できるように社会参加の場を提供します。 

 市民の方などに障がい者福祉への理解促進を図ります。 

 質の高いサービス提供ができるように、職員研修等の充実を図り、業務体制を整備し
ていきます。 

【事業所】 くすのきの家 美和ひまわり作業所 
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総務課 

 

 

 

 

 

 

事業名 福祉出前講座の拡充と福祉啓発活動 

基本方針 １． 地域福祉を理解し、様々な交流や地域づくりの活動を推進します 

基本目標 １-（１） 啓発活動の推進 

内容 

 ふれあい・いきいきサロンや地域の集まり・企業などに出向き福祉出前講座を開催し
ていきます。 

 若年層への社協の周知を図る手段について検討していきます。 

 市民の興味やニーズ等を踏まえ、福祉出前講座のテーマを検討し、開講数を増やして
いけるよう努めていきます。 

事業名 情報誌「まるっとあま」（社協だより）の発行 

基本方針 ２． みんなで支え合う、安心して暮らせるまちをめざします 

基本目標 ２-（３） 情報提供・相談支援体制の充実 

内容 

 市社協だよりを年間４回発行し、社協の活動状況や事業について発信していきます。 

 市社協だよりは、市社協活動の情報ツールとして重視し、誌面の見やすさ、分かりや
すさを向上し、内容の充実を図っていきます。 

事業名 ホームページとＳＮＳを活用した福祉の情報発信・提供 

基本方針 ２． みんなで支え合う、安心して暮らせるまちをめざします 

基本目標 ２-（３） 情報提供・相談支援体制の充実 

内容 

 市社協のホームページにて福祉情報を充実させ、分かりやすい内容になるように配慮
した内容を提供し、頻繁に更新を行うことにより幅広く福祉の情報を提供していきま
す。また、閲覧性の向上を図るようページのリニューアルについて検討していきます。 

 ＳＮＳの活用として、ＬＩＮＥ公式アカウントを使用し、市社協の事業や福祉の情報を積
極的に発信するとともに、登録者の増加を図り市社協の認知度の向上を図ります。ま
た、その他のＳＮＳ活用の検討を行い、幅広く市民に対して周知を図ります。 

※令和７年度より実施 

事業名 利用者の利益保護 

基本方針 ４． さらなる地域福祉推進のため、社協の体制を強化します 

基本目標 ４-（１） 法人の運営強化 

内容 

 社会福祉サービス事業における「苦情解決規程」を定め、苦情受付担当者、苦情解決
責任者、第三者委員を設置していることを周知しています。 

 個人情報保護に関する研修を実施しています。 

 虐待防止及び身体拘束の適正化について定め、利用者の利益保護に努めます。 
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第３章 第３次活動計画の内容 

 

 

 

 

 

事業名 支出の抑制 

基本方針 ４． さらなる地域福祉推進のため、社協の体制を強化します 

基本目標 ４-（１） 法人の運営強化 

内容 

 消耗品等の調達方法の見直しを行います。 

 組織改革や業務改善を行います。 

 合理化・効率化を図り、人件費の抑制を図ります。 

 経費削減についての方針を職員で共有します。 

 調達先の一元化を図り、コストダウンを図ります。 

 財政シミュレーションを継続して実施します。 

 電子帳票を検討していきます。 

事業名 職員体制の強化 

基本方針 ４． さらなる地域福祉推進のため、社協の体制を強化します 

基本目標 ４-（１） 法人の運営強化 

内容 

 総合的、個別的研修計画を作成の上、研修を実施していきます。 

 社外研修を実施していきます。 

 求められる職員像を明確にし、職員のやる気を引き出すことのできる人事考課制度
を見直します。 

 評価基準を明示することによって、期待成果や期待行動を明確にします。 

 適切に評価することによって、成長や行動革新のための方向性を職員に伝えていき
ます。 

 適切な評価に沿った処遇を行うことによって、職員のモチベーションを高めるように
します。 

 eラーニングの活用を検討します。 

※令和７年度（2023年度）より実施 





 

 

 

 

 

 

 

 

第３部 第２次あま市成年後見制度 

   利用促進基本計画（案） 

 

 

 
※第２次あま市成年後見制度利用促進基本計画（案）については、別で開催する

あま市成年後見制度利用促進協議会にて協議します。 


